
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

マンションの総合的な計画 

素案（案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

東京都

資料３ 



 
 



 
 

（目 次） 

第１章 計画策定に当たって ·············································· 1 

 １ 計画策定の背景と目的 ·············································· 1 

２ 計画の性格と位置付け ·············································· 2 

 ３ 計画の期間等 ······················································ 3 

 

第２章 東京が目指すマンション居住の将来像 ······························ 4 

 １ マンションを取り巻く状況 ·········································· 4 

 ２ マンション居住の将来像 ··········································· 18 

 

第３章 施策展開に当たっての基本方針 ··································· 22 

 １ 施策の基本的考え方 ··············································· 22 

 ２ 施策全体に共通する視点 ··········································· 22 

 ３ 各主体の基本的役割 ··············································· 24 

  

第４章 マンション施策の目標と具体的な施策展開 ························· 27 

 １ マンションの適正な管理の促進 ····································· 29 

   【目標１】管理組合による自主的かつ適正な維持管理の推進 ··········· 29 

   【目標２】管理状況届出制度を活用した適正な維持管理の促進 ········· 36 

【目標３】管理の良好なマンションが適正に評価される市場の形成 ····· 39 

   【目標１～３ 主要施策の５か年の年次計画】 ······················· 44 

   【目標１～３に関連する政策指標】 ································· 45 

 

２ 老朽マンション等の再生の促進 ····································· 46 

   【目標４】マンションの状況に応じた適切な再生手法を選択できる 

環境の整備 ············································· 46 

   【目標５】旧耐震基準のマンションの耐震化の促進 ··················· 53 

   【目標６】まちづくりと連携した老朽マンション等の再生 ············· 58 

   【目標４～６ 主要施策の５か年の年次計画】 ······················· 64 

   【目標４～６に関連する政策指標】 ································· 65 

 

第５章 計画の推進に向けて ············································· 66 

１ 推進体制の整備 ··················································· 66 

２ 国等への働きかけ ················································· 67 

３ 今後の検討課題と対応 ············································· 69 

４ 計画の検証と見直し ··············································· 71 

 

参考資料 ······························································· 73 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本計画において使用する用語の定義は、それぞれ以下のとおりとする。 
 

マンション 

 マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成 12 年法律第 149 号。 

以下「マンション管理適正化法」という。）第２条第１号に規定するマンション 

（いわゆる分譲マンション） 

区分所有者等 

マンション管理適正化法第２条第２号に規定するマンションの区分所有者等 

管理不全 

  マンションの維持・管理や修繕が適切に行われず、外壁が落下するなど周辺にも 
悪影響を与えている状態 

管理不全の兆候 

 管理運営における体制の未整備や資金不足等により、マンションの維持・管理 
が適切に行われておらず、そのまま放置すると管理不全に陥る恐れがある状態 

高経年マンション 

 建築後相当の年数を経たマンション 

老朽マンション 

 建築後相当の年数を経ることなどにより、躯体や設備の劣化、性能や機能の 
陳腐化が進行したマンション 

 改修 

  劣化等した建築物全体又はその部分の性能及び機能を初期の水準以上に向上さ 
せること 

 再生 

  改修、建替え又は敷地売却のいずれかを実施すること 
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第１章 計画策定に当たって 

 

１ 計画策定の背景と目的 

 

 東京においてマンションは、都民の主要な居住形態として広く普及しており、都民

に不可欠な生活の基盤であると同時に、都市や地域社会を構成する重要な要素となっ

ている。その一方で、現在、建物の老朽化と居住者の高齢化という「二つの老い」が

進行し、今後、管理組合の機能低下等によって管理不全に陥る可能性が指摘されてお

り、ひとたびマンションが管理不全に陥れば、周辺環境にも深刻な影響を及ぼすおそ

れがある。 

 こうした事態を引き起こすことなく、マンションが「みんなが集い、暮らす

Community」の場となり、「人と人の結びつきを深め、誰もがいきいきと活躍し、チャ

レンジできる都市」を実現させるためにも、長期的な視点に立って、マンションの適

正な管理や円滑な再生の促進を図る施策を推進し、都民の豊かな住生活を支える安全

で良質なマンションストックを形成していくことが必要である。 

 今後、人口減少や高齢化が進行する中において、高経年マンションの急増が見込ま

れているが、良質なマンションストックを形成するためには、個々の老朽マンション

が、その建物の状況等に応じて、管理組合による十分な検討と、それを踏まえた意思

決定により、修繕・改修による建物の長寿命化や建替え・敷地売却による再生の道が

適切に選択されていくことが重要である。 

 都は平成 31（2019）年３月、マンションの管理不全を予防し、適正な管理を促進す

ることなどにより、良質なマンションストックの形成等を図り、都民生活の安定向上

及び市街地環境の向上に寄与することを目的とする、東京におけるマンションの適正

な管理の促進に関する条例（以下「マンション管理条例」という。）を制定した。 

 このマンション管理条例の目的の実現と円滑な再生の促進に向けて施策を具体化

し、その中長期的な目標を設定するとともに、国や区市町村、関係団体などの多様な

主体や、まちづくり、防災、福祉など関連する政策分野との連携を図りながら、施策

を総合的かつ計画的に推進するため、本計画を策定する。 
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２ 計画の性格と位置付け 

 

 本計画は、マンション管理条例第４条に基づいて策定するものであり、マンシ

ョン管理条例の目的の実現に向けた基本的施策を具体化し、推進するための総合

的な計画である。都が、長期的かつ広域的な視点に立って、マンション施策を推

進するための基本となる計画であるとともに、区市町村が地域の実情に応じたマ

ンション施策を立案・実施する際の指針ともなるものである。 

 本計画は、「都民ファーストでつくる「新しい東京」～2020 年に向けた実行プ

ラン～1」及び「東京都住宅マスタープラン2」を上位計画とし、マンション施策

に関する分野別計画として位置付けるとともに、「都市づくりのグランドデザイン
3」との整合を図るものとする。 

 また、「東京都耐震改修促進計画4」、「防災都市づくり推進計画5」など、関連す

る他の計画との整合・連携を図るものとする。 

 なお、平成 28（2016）年３月に策定した「良質なマンションストックの形成促

進計画6」に関しては、目標と具体的な施策展開の内容を本計画へ発展的に移行さ

せることにより、引き続き、良質なマンションストックの形成に向けた施策推進

を図っていく。  

                                                   
1 都民ファーストでつくる「新しい東京」～2020 年に向けた実行プラン～ ：「都民ファースト」の視点に立ち、「セーフ シ
ティ」「ダイバーシティ」「スマート シティ」の「３つのシティ」を実現し、「新しい東京」をつくるため、平成

29(2017)年度から平成 32(2020)年度までの４か年を計画期間として、東京 2020 大会の成功とその先の東京の未

来への道筋を明瞭化するとともに、東京が日本の成長のエンジンとして、サステイナブル、持続可能な成長に向

けて、「東京の成長戦略」の大きな方向性などを提示している。 
2 東京都住宅マスタープラン：東京都住宅基本条例に基づいて策定され、住宅施策を総合的かつ計画的に推進する

ための基本となる計画。住生活基本法（平成 18 年法律第 61 号）に基づく住生活基本計画の都道府県計画とし

ての性格も併せ持つ。 
3 都市づくりのグランドデザイン：平成 29(2017)年９月策定。平成 28(2016)年９月に東京都都市計画審議会から示さ

れた答申「2040 年代の東京の都市像とその実現に向けた道筋について」を踏まえ、目指すべき東京の都市の姿

と、その実現に向けた都市づくりの基本的な方針と具体的な方策を示す行政計画。 
4 東京都耐震改修促進計画：建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 123 号）第５条第１項の規

定に基づき策定するものであり、地震による建物倒壊等の被害から都民の生命と財産を保護するとともに、首都

機能を維持するため、都内における住宅や建築物の耐震化を計画的かつ総合的に推進し、災害に強い東京を実現

することを目的としている。 
5 防災都市づくり推進計画：東京都震災対策条例第 13 条に基づき、防災都市づくりを推進するため、都が定める計

画。災害に強い都市の早期実現を目指し、市街火災の延焼を防止する延焼遮断帯の整備、木造住宅密集地域等の

防災上危険な市街地の整備等について、基本方針を定めるとともに、具体的な整備プログラムを定めている。地

域危険度が高く、かつ、特に老朽化した木造建築物が集積するなど、震災時の大きな被害が想定される地域を「整

備地域」に、また、整備地域の中から、基盤整備型事業等を重点化して展開し早期に防災性の向上を図ることに

より、波及効果が期待できる地域を「重点整備地域」に指定している。 
6 良質なマンションストックの形成促進計画：平成 27(2015)年 9 月の東京都住宅政策審議会答申「東京におけるマン

ション施策の新たな展開について」を踏まえ、平成 28(2016)年３月策定。安全で良質なマンションストックの

形成を目指して、施策を総合的かつ計画的に推進するための計画。2040 年代を見据えた、目指すべきマンショ

ン居住の将来像を描き、その実現に向けた 10 年間（平成 28 年度～平成 37 年度）の目標と施策展開を示した。 
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【本計画の位置付け】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間等 

 

 本計画は、2040 年代を見据えた目指すべき東京のマンション居住の将来像を描

き、その実現に向けた今後 10 年間（令和２(2020)年度～令和 11(2029)年度）の目

標と施策展開について定める。 

 本計画では、目標の達成状況を定量的に測定し、施策の効果等について検証を

行っていくため、「政策指標」を設定する。設定に当たっては、都民等に対し、施

策の効果が分かりやすく伝わることを意識するとともに、原則として、統計デー

タ等により現状把握、フォローアップが可能な項目とする。 

 また、主要な施策については、令和２(2020)年度からの５か年の年次計画を示

し、その工程を明らかにする。 
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第２章 東京が目指すマンション居住の将来像 

１ マンションを取り巻く状況※ 

 

（本格的な少子高齢・人口減少社会の到来） 

○ 東京の人口は1,300万人を超え、今後もしばらくは増加を続けるものの、2025

年頃をピークに減少に転じ、2040 年代には 1,300 万人程度を維持しているが、

2060 年には約 1,192 万人にまで減少すると予測されている。 

○ 2015 年には約 23%であった高齢化率（人口に占める老年人口の割合）は、2050

年代には 30%を超えるなど、高齢化が一層進行すると見込まれている。 

○ 世帯数は、2035 年頃をピークに減少すると見込まれている。 

○ 高齢化の進行に伴い、世帯主が 65 歳以上の高齢世帯の増加が見込まれる。

65 歳以上の一人暮らし世帯は、2015 年の 80 万世帯から 2040 年代には 110 万

世帯を超え、2050 年には 120 万世帯に増加する。また、2060 年には高齢世帯

の 47%が一人暮らし、そのうち 75 歳以上が 6割を超えると予測されている。 

【年齢階級別人口と高齢化率の推移】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）長期戦略策定会議「2060 年までの東京の人口・世帯数予測について」（平成 31(2019)年 4 月）/東京都政策企画局 

を基に作成 

（備考）1 2040 年代までの推計は、「東京都世帯数の予測」（平成 31(2019)年 3 月）/東京都総務局による。それ以降は 

政策企画局による推計 

    2 四捨五入しているため、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。  

※本節における各データ及びグラフの特記なきものは、都内を対象としたものとする。 
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【家族類型別世帯数の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【高齢世帯（世帯主が 65 歳以上の世帯）数の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）長期戦略策定会議「2060 年までの東京の人口・世帯数予測について」（平成 31(2019)年 4 月）/東京都政策企画局 
を基に作成 

（備考）1 2040 年代までの推計は、「東京都世帯数の予測」（平成 31(2019)年 3 月）/東京都総務局による。それ以降は 

政策企画局による推計 

     2 内訳の（）内の数字は世帯数に占める割合 

     3 四捨五入しているため、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。
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（空き家の増加） 

○ 高齢化と人口減少が進むにつれ、都内でも空き家が増加傾向であり、生活環

境の悪化や地域活力の衰退が懸念されている。 

○ 平成 30(2018)年住宅・土地統計調査によれば、都内の空き家総数は約 81 万

戸となっている。このうち「腐朽・破損あり」の空き家は約 12 万戸あり、こ

うした空き家の中には老朽化等により地域の生活環境に悪影響を及ぼしてい

るものもある。一方、「腐朽・破損なし」の空き家は約 69 万戸で、うち約 14

万戸は「居住世帯が長期不在等」の空き家となっている。このうち、「非木造

の共同住宅の空き家」は 8.4 万戸となっており、その多くは、マンションの空

き住戸であると考えられる。 

○ また、現状は空き住戸ではないが、将来相続された際に利用されず、空き住

戸となるものもあると考えられる。 

【住宅ストック数、世帯数、空き家率の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【空き家総数の内訳】 

 

賃貸用 その他（居住世帯が長期不在等（※）） 
二次的住宅 

（別荘等） 
売却用 

戸建 長屋建 
共同住宅 

その他 戸建 長屋建 
共同住宅 

その他 
木造 非木造 木造 非木造 

腐朽・破損なし 

（69.0 万戸） 
0.6 万戸 0.5 万戸 8.0 万戸 41.2 万戸 0.1 万戸 4.4 万戸 0.3 万戸 0.9 万戸 8.4 万戸 0.1 万戸 0.8 万戸 3.7 万戸 

腐朽・破損あり 

（11.9 万戸） 
7.4 万戸 3.9 万戸 0.1 万戸 0.5 万戸 

合計 

（80.9 万戸） 
57.8 万戸 18.0 万戸 0.9 万戸 4.1 万戸 

（※）転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建替えなどのために取り壊すことになっている住宅など 

 

（資料）住宅・土地統計調査/総務省を基に作成 

（備考）1 空き家については、調査員が外観等から判断して調査 

2 四捨五入しているため、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。
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S53
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S63

1993
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1998
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2003
H15

2008
H20

2013
H25

2018
H30

住宅数 182.4 251.4 313.9 379.6 423.9 452.8 481.8 530.0 567.0 618.6 678.1 735.9 767.1

世帯数 179.2 264.2 311.6 360.6 387.8 406.5 433.9 470.2 499.4 548.0 598.1 650.5 680.6

空き家率 2.2 2.7 4.0 5.6 8.1 8.7 8.5 9.9 11.0 10.8 11.1 11.1 10.6
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11.1 11.1

10.6

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0

100

200

300

400

500

600

700

800

(%)（万戸、万世帯）



7 
 

（地震の脅威） 

○ 首都直下地震の切迫性が指摘される中、都内の住宅の耐震化率は、平成

17(2005)年度末の約 76％から平成 26(2014)年度末には約 84％まで上昇したが、

依然として地震により倒壊の危険性のある住宅が多く残っている。 

○ 平成 23(2011)年に発生した東日本大震災では、東京においても、液状化によ

る被害や大量の帰宅困難者が発生したほか、電力供給不足に伴う計画停電が実

施されるなど、地震への備えの重要性が改めて認識された。 

○ 平成 24(2012)年 4 月に公表された「首都直下地震等による東京の被害想定」

によれば、東京湾北部を震源とするマグニチュード 7.3 の地震が冬の夕方に発

生した場合、建物全壊・火災焼失数は約 30 万棟、死者数は最大で約 9,700 人

の被害を想定している。また、約517万人の帰宅困難者が発生するとしている。 

 
【住宅の耐震化率の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）東京都耐震改修促進計画/東京都 

0
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H17(2005)

年度末

H22(2010)

年度末

H26(2014)

年度末

耐震性あり 耐震性不十分

耐震性あり 

4,252,200 戸 

76.3％ 

4,982,900 戸 

81.2％ 

5,556,925 戸 

83.8％ 

耐震性不十分 

1,323,700 戸 

23.7％ 

1,157,000 戸 

18.8％ 

1,075,485 戸 

16.2％ 
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（多様で膨大なマンションストックの形成） 

○ 東京では、1950 年代からマンションの供給が始まり、区部中心部や鉄道駅の

周辺、幹線道路の沿道など、利便性の高い地域を中心に建設が進められた。 

○ 高度経済成長期には区部周辺部や多摩地域を中心に大規模な住宅団地の開

発が、近年は区部中心部や臨海部で超高層マンションの建設が盛んに行われる

など、時代の変遷とともに、また、立地状況に応じて、多様で膨大な数のマン

ションが供給されてきた。 

○ 都内のマンションの総戸数は、平成 30(2018)年末時点で約 184 万戸となり、

約４世帯に１世帯はマンションに居住している。 

 

 

 

マンションの写真１ 
（1950 年代建築のマンション） 

マンションの写真２ 
（1950 年代建築のマンション） 

マンションの写真３ 
（多摩ニュータウン） 

マンションの写真４ 
（区部中心部・臨海部） 
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マンションの写真５ 
（区部中心部） 

マンションの写真６ 
（幹線道路沿道） 

マンションの写真７ 
（民設公園内） 

マンションの写真８ 
（区部周辺部） 

マンションの写真９ 
（閑静な住宅地） 

マンションの写真１０ 
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【マンションの総戸数の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）住民基本台帳による東京都の世帯と人口/東京都、住宅・土地統計調査/総務省、都建築統計年報、 

住宅着工統計/東京都 

（備考）昭和 45(1970)年以前の戸数の集計は「平成 10(1998)年住宅・土地統計調査」による。以降は、「住宅着工統計」による 

着工戸数を加算 

 

 

【マンション棟数の地域別構成割合】 

 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）マンション実態調査結果（H25(2013).3 公表）/東京都 

184.1 万戸 

（万戸・万世帯） 

719.8 万世帯 

7.7% 27.6% 51.8% 12.9%全体

（約53千棟)（約 4千棟） （約15千棟） （約27千棟） （約 7 千棟） 

都心 3 区 都心 10 区(都心 3 区を除く) 周辺 13 区 多摩地域 

区部 

都心 3 区 ：千代田区、中央区、港区 

都心 10 区：千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、 

渋谷区、豊島区 



11 
 

（超高層マンションの増加） 

  ○ 東京では、バブル経済崩壊後の地価の下落と企業所有地の放出等により、ま

とまった規模の用地の供給が進んだことや、都心居住の推進を目的として住宅

に対する建築規制の緩和が図られたことなどにより、1990 年代後半から区部中

心部や臨海部を中心に、超高層マンションの供給が活発化した。その結果、超

高層マンションは、職住近接の利便性の高い住生活を支える重要な基盤として、

区部中心部の人口増加をけん引してきた。 

  ○ 現在、東京には、分譲・賃貸合わせて約 600 棟の超高層マンション(高さは

おおむね 60ｍ以上、階数はおおむね 20 階以上のマンション)が存在している。 

 
 

【超高層マンション(賃貸を含む)の竣工棟数の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
（資料）１ 「建築統計年報（平成 25(2013)年度版）」(東京都)に基づき、昭和 39(1964)年から平成 25(2013)年度末までに 

建築確認済みの棟数を算出(予定込み) 

    ２ 住宅の用途を含む高さ 60m 以上の建築物(賃貸マンションを含む。) 

【
累
計
】 

【
各
年
】 
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（マンション市場の状況） 

○ 住宅着工統計によると、都内のマンションの年間着工戸数は景気等に左右さ

れ、年によって大きく増減しているものの、近年は３～４万戸程度で推移して

おり、一定量の新規着工戸数が維持されている。 

○ 既存マンションの売買(成約)件数は、おおむね増加傾向で推移しており、近

年は１万９千戸を超えている。 

○ 都の調査によると、新築マンションの購入時に重視した事項としては、「立地」、

「販売価格」、「間取り・方角」の順に高くなっており、「管理費・修繕積立金

の額」や「維持管理に対しての配慮」等の管理に関する事項は余り重視されて

いない。 

 

【マンションの新規着工戸数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）住宅・土地統計調査/総務省、都建築統計年報、住宅着工統計/東京都 

 

 

【既存住宅の成約件数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）公益財団法人東日本不動産流通機構
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（マンションにおける「二つの老い」の進行） 

○ 国が平成 30(2018)年度に実施したマンション総合調査によると、マンション

に「永住するつもりである」と考える割合が 62.8％に達し、「いずれは住み替

えるつもりである」の 17.1％を大きく上回っており、マンションは「仮の住ま

い」ではなく、「終の棲家」として考えられるようになってきている。 

【マンション居住者の永住意識（全国）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）平成 30 年度マンション総合調査結果（平成 31(2019)年 4月公表）/国土交通省 

 
○ 永住志向の高まりとともに、居住者の高齢化が進んでいる。平成 25(2013)

年の住宅・土地統計調査によれば、世帯主の年齢が 65 歳以上の割合は、29.9％

であり、平成 20 年調査の 23.5％から大きく増加している。 

また、建築年代別に見ると、古いマンションほど居住者の高齢化が進んでお

り、昭和 55(1980)年以前に建てられたマンションでは５割を超えている。 

 

【世帯主の年齢が 65 歳以上の世帯の割合】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

建築年代別 
(資料)住宅・土地統計調査／総務省 

(備考)持家、共同住宅、非木造の住宅数を集計 
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 ○ 建物の高経年化も進行している。着工から 40 年以上経過したマンションの

戸数は、平成 30(2018)年時点では約 24.6 万戸であるが、建替えが進まなけれ

ば、20 年後の令和 20(2038)年には約 3.5 倍の約 86.9 万戸にまで急増する見込

みとなっている。 

○ 都のマンション実態調査1によれば、高経年マンションほど、居住者の高齢化、

賃貸住戸や空き住戸の増加等が進み、管理組合の活動が不活発となる傾向が見

られる。 

 

【着工から 40 年以上のマンションの推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）住宅・土地統計調査/総務省、住宅着工統計/東京都 を基に作成 

 

                                                   
1 マンション実態調査：今後のマンション施策の推進に向け、実態を把握することを目的として都が実施した調査。

調査の対象は、都内全ての分譲マンション（約 5.3 万棟）及び賃貸マンション（約８万棟）。調査内容は、①マ

ンションの概要、②マンションの管理活動の状況、③旧耐震基準マンションの耐震化の状況、など。調査時点

は、平成 23(2011)年８月１日。調査方法は、管理組合等へのアンケート、現地確認等により行われた。アンケ

ートの回収率は分譲 17.1%、賃貸 31.4%であった。 
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旧耐震基準 

約 148 万戸 

(80.4%) 

約 36 万戸※ 

古 新 

(19.6%) 

約 184 万戸 

（マンションの耐震化の状況） 

○ マンションストックの約２割に相当する約 36 万戸が、昭和 56(1981)年以前

の旧耐震基準で建築されたものであり、さらに、そのうち、昭和 46(1971)年以

前の旧々耐震基準1で建築されたものは約７万戸あると推計される。これらの多

くは耐震性の不足が懸念される。 

○ 都のマンション実態調査によれば、旧耐震基準マンション約1.2万棟のうち、

アンケートに回答のあった約 2,300 棟の耐震診断実施率は約 17％、耐震改修実

施率は約６％となっており、この割合は、大規模なマンションほど高く、小規

模なマンションほど低くなっている。 

○ 耐震診断や耐震改修を検討しない理由としては、費用負担が重いとするほか、

高齢化や賃貸化により、区分所有者の耐震化への関心が低くなっていることを

挙げているマンションが多い。 

 
 

【新旧耐震基準別マンション戸数】 

 
 
 
 
 
 

 

 

（資料）住宅・土地統計調査/総務省、住宅着工統計/東京都 

（備考）平成 30(2018)年末現在 

                                                   
1 耐震基準：一定の強さの地震が起きても倒壊または損壊しない建築物が建てられるよう、建築基準法で定めて

いる最低限の基準。昭和 56(1981)年の建築基準法改正（※１）により導入された耐震基準は、「新耐震基準」と

呼ばれている。それ以前の耐震基準は、「旧耐震基準」と呼ばれており、このうち、昭和 46(1971)年の建築基準

法改正（※２）以前の耐震基準については、「旧々耐震基準」と呼ばれている。 
※１ 昭和 53(1978)年に発生した宮城県沖地震を契機に耐震基準が強化され、数十年に一度程度発生する中地震

（震度５程度）に対してほとんど損傷しないことの検証に加えて、数百年に一度程度発生する大地震（震度

６～７に達する程度）に対して倒壊・崩壊しないことを検証することとされた。 
※２ 昭和 43(1968)年に発生した十勝沖地震で多くの被害が発生したことを踏まえ、鉄筋コンクリート造の柱帯筋

の基準が強化され、数十年に一度程度発生する中地震（震度５程度）に対してほとんど損傷しないことを検

証することとされた。 

1971 

（昭和 46 年） 

1981 

（昭和 56 年） ※うち約 7 万戸が旧々耐震基準 

新耐震基準 
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（マンションの建替えの状況） 

○ これまでに都内で建替えが実現したマンションは約 130 件で、そのほとんど

は、駅に近い、敷地が広い、容積率に余裕があるなど、条件に恵まれたものと

なっている。 

○ しかし、建替え等を検討すべき高経年マンションの中には、敷地が狭いもの

や容積率に余裕がないもの、郊外型の団地型マンションなど、建替えを実施す

るには条件の厳しいものが多い。 

○ 都のマンション実態調査によれば、旧耐震基準のマンションのうち、建替え

についての検討を行ったことがある、又は検討予定のものは約 15％となってお

り、建替え検討時の課題としては、居住者の高齢化や費用負担に加え、容積率

等の制限などを挙げているマンションが多い。 

 
【マンション建替えの実施状況（工事完了済みの件数）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）平成 26(2014)年までは kantei eye vol.80/（（株）東京カンテイ）から作成 

（備考）平成 27(2015)年以降はマンション建替法に基づく建替え事業の件数のみを累積 
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【高経年マンションの容積率及び敷地面積の状況】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）平成 25(2013)年度東京都都市整備局調査による  

（備考）容積使用率：使用可能な容積率に対して、マンションが使用している容積率の割合 

マンション実態調査結果、地形図、登記簿謄本等を基に都が推計 

調査対象は、旧々耐震基準のマンション(団地型マンションを除く。)約 2,200 棟 

（％） 
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２ マンション居住の将来像 

 

マンションを取り巻く状況に的確に対応しつつ、長期的視点に立ってマンショ

ン施策を推し進めていくため、2040 年代を見据えた、目指すべきマンション居住

の将来像を設定する。 

 

《全体像》 

 

○ 2040 年代の東京では、人口減少や高齢

化が進行する中でも、地域の特性に応じ

た安全で良質なマンションストックが形

成され、マンションに暮らす多様な都民

が、都市の利便性や快適性を享受しなが

ら、豊かな住生活を営んでいる。 

 

 

○ 地域包括ケアシステムや子供を安心して産み育てられる環境が整備された

社会で、日頃から、マンション内のコミュニティはもとより、マンションと地

域との良好な関係が築かれている。 

また、災害時にも相互に助け合う体制が整い、管理組合が中心となって防災

マニュアルの作成や資器材の備蓄に取り組むなど、マンション居住者が安心し

て生き生きと暮らしている。 

 

 

【良質なマンションストックの形成に必要なマンションのライフサイクル（イメージ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）国交省資料を基に作成 
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○ 管理組合とマンション管理業者との良好な関係が築かれ、管理組合がマンシ

ョンの状況に応じて、マンション管理士1等の専門家や自治体の支援も受けなが

ら、長期修繕計画に基づく適正な維持管理、将来の円滑な再生の実施に向け、

自主的に取り組んでいる。 

 

○ 管理組合による情報発信や管理組合同士の交流が活発化し、切磋琢磨しなが

ら管理の質を高め合っている。 

 

○ マンションの大規模化や複合用途化などに加え、区分所有者の高齢化や外部

居住、外国人による所有や居住などが進み、マンション管理が困難化・複雑化

している一方で、外部の専門家を活用した管理方式なども普及し、合理的な管

理が行われている。 

 

○ マンションの管理状況等の実態把握や管理不全の兆候のあるマンション等

に対する調査や助言、アドバイザー派遣などによる支援が行われ、マンション

が適切に管理運営されている。 

 

○ 市場におけるマンション供給は、既存マンションの流通が多くを占めており、

マンションの品質性能や管理に関する情報の開示が進み、管理が良好なマンシ

ョンが適正に評価される市場環境が整備されている。 

 

○ 改修や建替え、敷地売却など様々な

再生手法の中から、管理組合がマンシ

ョンの状況に応じた最適な手法を選

択し、再生を実施している。 

 

 

 

 

 

○ 耐震性が不足していたマンションについては、耐震改修や建替え、除却など

が行われ、全てのマンションで耐震性が確保されており、マンションストック

全体の良質化・長寿命化が進んでいる。 

 

○ まちづくりの制度などを活用し、老朽マンションの再生とともに、地域の防

災性や魅力を高めるまちづくりが進んでいる。 

                                                   
1 マンション管理士：マンション管理適正化法に基づく国家資格。管理組合の運営、管理規約の改正、大規模修繕

工事などのマンションの管理に関し、専門的知識をもって、管理組合の管理者や区分所有者等の相談に応じ、

助言、指導その他の援助を行うこと等を業務としている。 

老朽マンションの再生（改修）の 
事例写真 
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《地域像》 

   

（区部中心部・臨海部） 

○ 充実した公共交通網、整備された緑や水辺の空間、歴史と伝統、最先端の商

業・交流・医療・芸術文化施設等が身近にあり、生活を支える設備やサービス

が備わった質の高いマンションで、外国人も含め多様な人々が、便利で快適な

生活を楽しんでいる。 

 

○ 老朽化したマンションを含む再開発が活発化し、単独では建替えが難しかっ

た小規模なマンション等の再生も進んでいる。 

 

○ 超高層マンションでは、管理組合運営の合理化・健全化が図られ、計画的な

維持管理や防災対策が行われている。公開空地や共用スペース等を活用した地

域との交流も盛んに行われ、地域社会との共存共栄が実現している。 

 

○ 幹線道路の沿道では、耐震化され管

理の行き届いた中高層マンションが、

緑あふれる街路樹とともに、落ち着き

のある街並みを形成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（区部周辺部） 

○ 駅の周辺などでは、街区の再編等により、老朽化したマンションの建替えと

基盤整備、商業・文化・福祉施設等の整備が一体的に進められ、にぎわいのあ

る生活の拠点の形成が図られている。環状方向の公共交通利便性の改善等によ

り、生活の拠点間の交流も活発化している。 

 

○ マンションと周辺の木造住宅等との一体的な再開発等も行われ、かつての木

密地域では、市街地の不燃化が実現するとともに、水と緑の潤いのある良好な

住環境が形成されている。 

 

沿道の街並みの写真 
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○ 大規模な住宅団地の建替え等に併

せて緑地空間が整備されるなど、緑

の回復・保全が図られている。マン

ションの周辺では、都市農地がよみ

がえり、マンションに暮らす人々も

日常生活の中で農を楽しんでいる。 

 

 

 

 

（多摩広域拠点域） 

○ 駅などを中心とした徒歩圏内に、生活に必要な店舗、公共サービス機関、保

育所、医療機関、文化交流施設などとともに、利便性の高い高層マンションと

ゆとりのある中低層マンション等がバランス良く整備され、公共空間や建物の

バリアフリー化も進み、歩いて暮らせるまちが実現している。 

 

○ 多摩ニュータウンなどの大規模団

地では、計画的な修繕やバリアフリ

ー、省エネ改修等により、既存スト

ックの有効活用が図られるとともに、

建替え等を機に福祉施設や商業施設

等との複合用途化が進むなど、多様

な世代の人々が暮らし、交流する地

域の拠点として再生が図られている。

多摩南北道路・南多摩尾根幹線等の

整備や多摩モノレールの延伸により、

拠点間の交流も活性化している。 

 

○ 駅から遠いなど立地条件に恵まれないマンションについては、非現地での建

替えや敷地売却による住み替えが進むなど、マンション立地の適正化と市街地

の集約化が図られている。 

 

緑地空間等の写真 

大規模団地の写真 
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第３章 施策展開に当たっての基本方針 

１ 施策の基本的考え方 

 
 マンションにおける居住環境を良好な状態に維持又は改善していくためには、適

正かつ計画的な維持管理を行うとともに、経年による劣化等の進行や現在のマンシ

ョンに求められる性能・機能を満たしていないなど、通常の維持管理では良好な居

住環境の確保が困難になっている場合は、改修や建替え等により再生を図る必要が

ある。 
 マンションは私有財産であり、その管理や再生は、区分所有者等で構成された管

理組合が自らの責任と自助努力で行うことが基本である。 
 一方で、マンションの管理・再生に係る意思決定には、価値観や経済状況等が異

なる区分所有者間の合意形成が必要であるが、各区分所有者の多くは専門的知識が

不足している等の課題がある。特に、マンションは戸建と比較してその規模が大き

いために、管理不全に陥っている又はその兆候があるマンションや、耐震性が不足

しているマンション等がその状態を放置すれば、周辺環境に深刻な影響を及ぼすお

それがある。 
 また、マンションは、東京都内における主要な居住形態として広く普及し、都民

に不可欠な生活の基盤並びに都市及び地域社会を構成する重要な要素となってお

り、まちの活力や魅力、防災力の形成とも密接に関連しているなど、地域のまちづ

くりやコミュニティ形成にとって重要な存在ともなっている。 
 したがって、マンションの適正な管理や再生を促していくことは、公共性・公益

性の観点から重要であり、特に周辺の市街地環境にとって大きな影響を及ぼすリス

クがある場合には、行政としても改善に向けて強く働きかけることが必要である。 
 このため、行政が適切に関与し、前章に示した将来像の実現に向け、「マンショ

ンの適正な管理の促進」と「老朽マンション等の再生の促進」を施策の柱として積

極的な展開を図るものとする。 
 
 
 

２ 施策全体に共通する視点 

 

上記の基本的考え方及びマンションの管理・再生を取り巻く状況等を踏まえ、以

下の視点に留意して、マンションの適正な管理の促進及び老朽マンション等の再生

の促進に係る施策を推進する。 
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（管理組合の活性化） 

○ 区分所有者の高齢化や賃貸住戸・空き住戸の増加等が見込まれる中にあって

も、管理組合が機能低下を起こすことなく、区分所有者間の合意形成を図りな

がら、自主的に適正な管理や社会的機能の向上、再生に取り組むよう誘導して

いく必要がある。 

○ マンションの適正な管理や再生に取り組むには、技術、法律などの専門的な

知識が不可欠であり、専門家や関係団体等と連携して、管理組合等への普及啓

発や支援を行う。 
    また、管理状況届出制度1などにより、組合の活動状況の把握に努め、活動

が停滞している組合に対しては、必要な助言や支援を行うなど、管理組合の活

性化を図っていく。 
 

（市場機能の活用） 

○ マンションは、市場において取引され、資産価値が評価されるものであり、

管理が良好なマンションや適切な改修等が施されたマンションが高く評価され、

資産価値の維持向上につながるよう、努力する管理組合が報われる市場の形成

を図ることが必要である。 

○ マンションの管理状況や耐震性に関する情報開示の促進、消費者への普及啓

発など、市場の環境整備に取り組み、その機能を活用して、適正な管理や再生

に向けた管理組合の自主的な取組を促していく。 
 

（地域との連携等） 

○ マンションの居住者と周辺の住民との防災、防犯等における連携を進めるこ

とは、都市における良好なコミュニティの形成を図る上で重要であるとともに、

災害への対応においても大変有効である。 
また、周辺敷地と一体的にマンションの再生を図ることが有効な場合もあり、

その際の合意形成を円滑に進めるためにも、日頃からマンション居住者と周辺

の住民とが良好な関係を築いていることが重要である。 

○ 防災対策など地域との連携及び環境性能の向上等によるマンションの社会

的機能を高める取組と、まちづくりと連携したマンション再生の取組を支援・

促進していく。 
 

                                                   
1 管理状況届出制度：マンション管理条例に基づき、要届出マンション（昭和 58 年の区分所有法改正以前に新築

されたマンションのうち、６戸以上のもの）の管理組合に対する管理状況の届出の義務付けなどにより、行政

が把握した個々のマンションの管理状況に応じ、必要な助言や支援等を行う制度 
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（メリハリのある施策展開） 

○ 都内には、立地も規模も建築時期も異なる数多くのマンションが存在してお

り、全てを一律に支援策を講じることは困難である。 
○ 限られた財源や人材を効率的、効果的に活用するためにも、管理組合の活動

状況や周辺市街地に与える影響等に応じて施策対象を重点化し、集中的に支援

を行うなど、メリハリをつけて施策を展開していく。 

○ 良質なマンションストックを形成するためには、管理組合がマンションの経

年や建物状況に応じて、適正な管理を行いながら、早い段階から再生に向けた

意識を高め、準備段階から実施まで円滑な合意形成を図り再生に結びつけてい

くことが必要である。このため、適正な管理の促進に向けた支援とともに、マ

ンションの状況に応じ、円滑な再生につながる切れ目ない支援を行う。 
 

３ 各主体の基本的役割 

 

（１）都と区市町村との役割分担と連携 

   東京には全国のマンションの約３割が集積しており、建物の老朽化や居住者の

高齢化など、マンションに係る課題が最も先鋭的に現れてきている。都民の安全

で豊かな住生活を確保する責務を担う都として、これらの課題に対し率先して取

り組んでいく。 
   一方、住宅は日常生活の基盤であり、地域のまちづくりやコミュニティとも密

接に関わることから、基礎的自治体である区市町村の積極的な関与が不可欠であ

る。マンションの適正な管理や円滑な再生を効果的・効率的に促進するため、広

域自治体である都と基礎的自治体である区市町村が適切な役割分担の下、連携し

て施策に取り組んでいく。 
 

（都の役割） 

○ 都は、国の動向等も踏まえ、施策を推進するための総合的な計画を定めると

ともに、計画における方針に即した区市町村の取組を技術面、財政面から支援

していく。 

○ また、都内全域で共通して実施・適用等すべき制度の構築や基準等の作成、

情報基盤等の整備、国への提案要求等については主に都が担うものとする。 

○ あわせて、マンション施策に係る業界団体や専門家等に対しても積極的に協

力を求めていく。 
○ 管理組合、マンション管理士、マンション管理業者、マンション分譲事業者

その他マンションに関わる者によるマンション管理条例の規定に基づく取組に

対する支援を行う。 
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○ マンション管理条例の施行及びマンションの適正な管理の促進を図るため

の施策等の実施に当たって、区市町村と緊密に連携し、情報の共有を図るとと

もに、区市町村が行う施策に対し必要な支援を行う。 
 

（区市町村の役割） 

  ○ 区市町村は、都が定める基本的な方針を踏まえつつ、地域の実情に応じた施

策を推進する。 
また、個々のマンションの実態把握や管理組合等への支援・指導、まちづく

りやコミュニティ形成のための取組等については、都と連携しながら行うもの

とする。 
○ マンション管理条例に基づくマンションの適正な管理の促進を図るための

施策について、都と緊密に連携して、情報の共有を図るとともに、必要に応じ

て都の支援を受けながら実施する。 

 

（２）関係者の果たすべき役割 

   適正な管理や円滑な再生を総合的・重層的に推進するため、都や区市町村のみ

ならず、以下に示す関係者の主体的な役割を期待する。 
 

（管理組合、区分所有者等の役割） 

○ 管理組合は、マンションの管理の主体として、マンションを適正に管理する

とともに、マンションの居住者と周辺の住民との防災、防犯等における連携に

よる地域社会の形成、マンションの環境性能の向上等の社会的な貢献といった

社会的機能の向上に向けて取り組むよう努める。 
  また、区分所有者等の意見を十分に反映するとともに、長期的な見通しを持

って適正な運営を行うよう努める。 
○ 区分所有者等は、その権限及び責任に基づき、管理組合の運営に参加するよ

う努める。 
 

（マンション管理士の役割） 

○ マンション管理士は、管理組合の運営その他マンションの管理に関し、専門

的知識をもって、管理組合、管理者等、区分所有者等その他マンションの管理

に関わる者の相談に応じ、助言その他の援助を適切に行うよう努める。 
また、都又は区市町村が行うマンションの適正な管理を促進する施策の実施

において、都又は区市町村と連携するよう努める。 
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（マンション管理業者の役割） 

○ マンション管理業者は、管理組合の運営その他マンションの管理について受

託業務を適切に行うとともに、受託業務を行うに際して、管理組合に対し、専

門的見地から提案又は助言を行うよう努める。 
また、受託業務を行うマンション管理業者は、管理組合が都又は区市町村の

行うマンションの適正な管理を促進する施策に対応し、又は協力する必要があ

るときは、管理組合に対して、必要な支援を行うよう努める。 
 

（マンション分譲事業者の役割） 

○ マンション分譲事業者は、管理組合の設立及び円滑な運営に配慮したマンシ

ョンの供給に努める。 
 

（その他マンションに関わる専門家・事業者の役割） 

○ 建築士などの専門家は、管理組合の運営や建物の修繕・改修・建替え等、マ

ンションの管理や再生に関して、専門的知識を持って、管理組合や区分所有者

等の相談に応じ、助言、指導その他の援助を適切に行うよう努める。 

○ 仲介事業者は、マンション購入希望者への的確な情報提供や適切な価格査定

等を通じて、流通市場の活性化に寄与するよう努める。 

○ 各事業者の団体は、行政と連携・協力して施策を推進するとともに、会員で

ある各事業者への情報提供や技術的支援等に努める。 
 

（関係機関の役割） 

○ 公益財団法人マンション管理センター（以下「マンション管理センター」と

いう。）は、マンション管理適正化法に基づき国から指定を受けている唯一のマ

ンション管理適正化推進センターとして、自治体及び関係機関・関係団体との

連携を密にし、管理組合等に対する積極的な情報・資料の提供を行うなど、管

理適正化業務を適正かつ確実に実施する。 

○ 公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンター（以下「まちづくりセン

ター」という。）は、マンションの管理や建替え・改修に関するアドバイザーの

派遣・育成、耐震化に向けた相談・啓発業務など、都や区市町村と連携・協力

して施策を推進するよう努める。 
○ 東京都住宅供給公社（以下「公社」という。）及び独立行政法人都市再生機構

（以下「都市再生機構」という。）は、長年の住宅供給・管理の実績と公的機関

ならではの公平性・透明性を活かして、マンションの建替え等に関する相談・

コーディネート業務や工事中の仮住居の紹介を行うなど、マンションの再生に

取り組む管理組合等を支援するよう努める。  
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第４章 マンション施策の目標と具体的な施策展開 

 

 

前章の基本方針に掲げた二つの施策の柱である、「マンションの適正な管理の促進」

及び「老朽マンション等の再生の促進」について、それぞれ三つの目標を設定し、そ

の実現に向け、具体的な施策を展開していく。 

 

 

  

⽼朽マンション等の 

再生の促進 

マンションの 

適正な管理の促進 

施策の柱 目標 

管理組合による⾃主的かつ適正な 
維持管理の推進 

目標１ 

管理状況届出制度を活⽤した 
適正な維持管理の促進 

目標２ 

管理の良好なマンションが 
適正に評価される市場の形成 

目標３ 

マンションの状況に応じた適切な 
再生手法を選択できる環境の整備 

目標４ 

旧耐震基準のマンションの 
耐震化の促進 

目標５ 

まちづくりと連携した 
⽼朽マンション等の再生 

目標６ 
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※都がマンション施策に関連して定める、本「マンションの総合的な計画（仮称）」、「東京に

おけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」、「東京におけるマンションの管理

の適正化に関する指針」及び「マンション管理ガイドライン」の関係は、以下の図のとおり

である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

※令和元(2019)年度中に改定予定 
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１ マンションの適正な管理の促進 

 

 

 

 

---現状と施策の方向性----------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ マンションの管理は、区分所有者等で構成される管理組合が自らの責任で行う

ことが基本であるが、専門的な知識やノウハウの不足、居住者の高齢化や賃貸化

の進行等により、区分所有者等だけでは、管理組合の適正かつ円滑な運営が難し

い面がある。 

○ 管理組合による自主的かつ適正な維持管理を促進するため、マンション管理士

等の専門家やマンション管理業者等と連携して、管理の重要性や方法等について

普及啓発を図るとともに、管理組合の取組を支援していく。 

 
 
---これまでの取組状況等-------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ 都は、管理不全を予防し、適正な管理を促進するとともに、その社会的機能1を

向上させることにより、良質なマンションストックの形成等を図り、都民生活の

安定向上等に寄与することを目的とする「東京におけるマンションの適正な管理

の促進に関する条例2（以下「マンション管理条例」という。）」を平成 31(2019)

年に制定・公布した。 

 

○ 都は、マンション管理条例に基づき、管理組合が、マンションの適正な管理の

推進及び社会的機能の向上に資する取組を実施する際の具体的な指針となる「東

京におけるマンションの管理の適正化に関する指針3(以下「指針」という。)」を

令和元(2019)年 10 月に策定した。 

                                                   
1 社会的機能：マンションの居住者と周辺の住民との防災、防犯等における連携による地域社会の形成、マンショ

ンの環境性能の向上等の社会的な貢献を果たすこと 
2 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例：平成 31(2019)年３月制定・公布。マンション管理士、

マンション管理業者、マンション分譲事業者その他マンションに関わる者の協力の下、マンションの管理の主

体である管理組合に対し、行政が積極的に関わり、マンションの管理不全を予防し、適正な管理を促進すると

ともに、その社会的機能を向上させることにより、良質なマンションストックの形成等を図り、都民生活の安

定向上及び市街地環境の向上に寄与することを目的としている。マンションに関わる者の責務、管理組合によ

る管理状況の届出及び管理状況に応じた助言・支援等について規定している。 
3 東京におけるマンションの管理の適正化に関する指針：マンション管理条例第４条に基づき、令和元(2019)年 10

月に制定・告示。マンションの管理の主体である管理組合が、マンションに関わる者の協力の下、行政の助言

や支援を受けながら、マンションの適正な管理の推進及び社会的機能の向上に資する取組を実施する際の具体

的な指針 

目標１：管理組合による自主的かつ適正な維持管理の推進
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○ 都は、マンションの管理の適正化を図るため、「マンション管理ガイドライン1」

の作成、「東京都マンション管理アドバイザー制度2」や「マンション改良工事助

成制度3」の実施、「分譲マンション総合相談窓口4」の開設などにより、管理組合

の運営や計画的な修繕等に対する普及啓発や支援に取り組んできた。 

 

【東京都マンションポータルサイトのトップページ】 

○ 都は、インターネットを活用してマンシ

ョンの管理等に役立つ情報を発信するた

め、平成 28(2016)年度に「東京都マンシ

ョンポータルサイト5」を開設し、都が実

施している施策のほか、国、区市町村、関

係機関、業界団体のホームページなどのリ

ンクを積極的に追加し、連携して幅広く普

及啓発を行っている。 

 

 

○ マンション管理ガイドラインは、管理組合が適正な管理を行うための手順や方

法等を取りまとめたもので、普及啓発を図るための基本となる重要なツールであ

る。平成 17(2005)年度に策定し、平成 28(2016)年度と令和元(2019)年度に改定※

を行い、区市町村や業界団体等と連携して普及啓発に努めてきたが、より活用さ

れるよう一層の周知が必要である。 

 

○ マンション管理アドバイザー制度は、管理組合等からの求めに応じてマンショ

ン管理士や建築士等の専門家を派遣するものであり、利用した管理組合等からは

一定の評価を得ているものの、利用実績は低調である。 

 

○ マンション管理士については、マンション管理士ごとの経験・能力・得意分野 

等に差があり、管理組合の期待に十分応えられていない例も見受けられる。 

                                                   
1 マンション管理ガイドライン：管理組合が適正な管理を行うための具体的な手順や手法などを取りまとめるととも

に、分譲事業者、マンション管理業者、マンション管理士がそれぞれの業務の遂行に当たり、実施することが望

ましい事項を示したもの。 
2 東京都マンション管理アドバイザー制度：マンションの管理組合等からの申込みに基づき、マンション管理士等の

専門家を派遣して、マンションの維持管理に関する情報提供やアドバイスを行うことにより、マンションの良好

な維持管理に資する支援を行うことを目的とした制度。都が定める基本方針を受け、実施機関としてまちづくり

センターが制度を運用している。 
3 マンション改良工事助成制度：独立行政法人住宅金融支援機構の融資を受けて建物の共用部分を計画的に改良・

修繕する管理組合に対し、当該融資額を対象として金利が１％（１％未満の場合は、当該金利）低利になるよう

に、最長で 10年間を限度として、都が利子補給を行う制度。居住性能の回復及び管理の適正化を図り、居住水

準の向上や良好な住環境の形成を実現することを目的としている。 
4 分譲マンション総合相談窓口：令和元(2019)年９月 24 日開設。マンションの適正な管理や円滑な再生を促進する

ため、マンション管理士が、管理組合等からの管理、建替えや改修に関する相談のほか、管理状況届出制度に関

する問合せに対応する窓口 
5 東京都マンションポータルサイト：平成 28(2016)年９月１日開設。マンションの管理や耐震化、建替え等に関する

支援制度など、マンションに関する情報を分かりやすく紹介するホームページ 

※令和元(2019)年度中に改定予定 
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○ 高経年マンションにおける管理組合役員の成り手不足等の問題が顕在化しつ

つあるほか、新築マンションでも大規模化や複合用途化など物件の多様化が進み、

より高度で複雑な管理が求められるケースが生じている。このため、国は「マン

ション標準管理規約1」を改正し、外部の専門家を活用した管理方式を選択肢の一

つとして定めている。 

 

○ 東日本大震災などの震災や、最近発生している風水害を契機として、マンショ

ンにおける防災対策への関心が高まっている。区市町村によっては、管理組合に

よる防災マニュアル作成や物資の備蓄等に対して独自の支援を行っているとこ

ろもある。 

 

○ 団地型マンションや超高層マンションなどの大規模なマンションでは、多くの

区分所有者間の価値観や経済状況の相違等により、一般的なマンションと比較し

て、管理組合の運営が難しいと言われている。 
また、立地条件が良く、資産価値の高いマンションでは、投資目的で購入され

るケースが増えていると指摘されている。 
さらに、区分所有者の高齢化が進んだマンションでは、今後、相続後に利用さ

れず、放置される可能性もある。 
これらのマンションは、円滑な合意形成の困難化等により、管理上の問題を生

じる懸念が高いと考えられる。 
 

---今後の展開----------------------------------------------------------------------------------------------- 
 

《指針の普及促進・活用》 

○ 管理組合によるマンションの管理の適正化の促進に向けて、指針の普及を促進

するため、指針に関するパンフレットを作成し、マンション管理業者等の協力を

得て、広く管理組合や区分所有者等への配布・説明を行うなど、積極的な周知を

図る。 

○ 管理状況に応じて助言、指導等を行う際に、指針を活用することにより、管理

組合や区分所有者等に管理の適正化に向けた取組を促していく。 

 
 
《マンション管理ガイドラインの内容充実と普及促進》 

○ 現行のマンション管理ガイドラインについて、マンションに関する法令等の改

正や、マンション管理を取り巻く状況の変化などを踏まえるとともに、管理組合

                                                   
1 マンション標準管理規約：管理組合が、それぞれのマンションの実態に応じて管理規約を制定、変更する際の参

考として、国土交通省が作成、周知しているもの。これまで、マンションに関する法制度の改正やマンションを

取り巻く情勢の変化等に対応して見直しを行っている。 
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が活用しやすくなるよう適宜検証・見直しを行い、内容の充実を図っていく。 

○ マンション管理ガイドラインの普及を促進するため、マンション管理業者等の

協力を得て、広く管理組合や区分所有者への配布・説明を行うなど、積極的な周

知を図る。 

 

 

《マンションの社会的機能の向上に資する、防災対策、コミュニティ形成及び環境性

能の向上等の取組に対する支援等》 

○ マンションの防災力を高めるためには、管理組合が防災マニュアルの作成や自

主防災組織の結成、物資の備蓄等の防災対策に主体的に取り組むことが重要であ

り、マンション管理ガイドラインなどにより、管理組合に取組を促していく。 

 特に、団地型マンションや超高層マンションなどの大規模なマンションにおい

ては、地域の避難場所の確保や周辺住民と合同で使える防災倉庫の設置など、発

災時に地域の防災拠点としての機能も発揮できるよう、合わせて促していく。 

○ マンションにおけるコミュニティ形成は、円滑な管理組合運営を行っていくた

めにも、また、日常的なトラブル防止や防災、防犯などの観点からも重要であり、

管理組合は居住者間の良好な関係づくりや地域コミュニティとの連携などに継

続的に取り組むことが望ましい。このため、マンション管理ガイドラインなどに

より、管理組合に取組を促していく。 

○ マンションにおける省エネや緑化など、環境性能の向上に活用できる制度につ

いて普及啓発を行い、活用を促していく。 

○ マンションの社会的機能の向上に資する取組を促す支援策とともに、区市町村

との連携による助成の検討を行う。 

○  区市町村が独自に行っている管理組合への支援等の取組に関する情報を収集

し、他の自治体にも提供することなどにより、同様の取組を促していく。 

 

 

《東京都マンションポータルサイトの活用》 

○ 管理を巡る状況や管理組合のニーズ等を踏まえながら、マンションの管理等に

役立つ情報を積極的に発信していくとともに、管理組合や区分所有者による自主

的な取組を支援できるよう、それぞれが抱えている問題に応じて、必要な情報を

容易に入手できる仕組みを検討する。 

 

 

《マンション管理士等の専門家の活用促進》 

○ 管理組合の円滑な運営を図る上で、管理業務を受託するマンション管理業者の

ほか、マンション管理士や建築士、弁護士等の専門家を活用することも大変有用
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であり、マンション管理ガイドラインにより、管理組合の運営において専門家を

効果的に活用するよう促していく。 

○ マンション管理士の団体と連携し、マンシ

ョンの適正な管理を促進する施策の実施を通

じて、管理士の実務経験の蓄積を図るととも

に、支援を必要とする管理組合等に十分に対

応できる体制を整備する。 

○ マンション管理アドバイザー制度の一層の

利用促進に向け、登録アドバイザーの増員や適切な研修の実施、支援メニューの

見直し、区市町村との連携による派遣費用の助成の検討など、制度の充実と周知

に取り組む。 

 

 

《外部専門家を活用した管理方式の導入に対する支援》 

○ 役員の成り手不足や、管理に関する専門的知識の不足などにより、区分所有者

である理事長が管理者となる従来の業務体制・運営方式では、適正な管理が難し

い場合もあることから、管理組合の役員あるいは区分所有法上の管理者として、

外部の専門家を活用することも選択肢の一つと考えられる。 

○ 外部の専門家の活用に当たっての考え方や留意事項等について、マンション管

理ガイドラインにより周知するとともに、導入を検討する管理組合に対する支援

策等について検討を進める。 

 

 

《設計図書・修繕履歴等の保管の徹底》 

○ 設計図書や修繕履歴の保管に当たり、マン

ション管理センターが運営する「マンション

みらいネット1」などの履歴情報登録サービス

を活用することも有効であるため、マンショ

ン管理ガイドラインにより、普及促進を図る。 

 

 

  

                                                   
1 マンションみらいネット：マンション管理のレベルアップの支援、マンション購入希望者に対する管理情報の提供

などを目的として、個々のマンション管理組合の運営状況等（建物の概要、管理組合の活動状況、過去の修繕

履歴、図書の保管状況など）をマンション管理センターのデータベースに登録し、インターネットを通して登

録情報の一部を閲覧できるようにするほか、管理規約や設計図書などの書類を電子化して保管することができ

るシステム 

マンション管理士の 
研修会の写真 

設計図書の写真 
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《円滑な合意形成がより困難なマンションに関する課題の整理》 

○ 多数の区分所有者が存在する大規模なマンション、居住以外の目的で所有利用

されているマンション、空き住戸率の高いマンションなど、一般的なマンション

と比較して、円滑な合意形成が困難であるマンションについて、実態や課題を把

握し、管理組合の取組に対する具体策を検討する。 
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---現状と施策の方向性----------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ 建物の老朽化や居住者の高齢化等がますます進行する中、現状を放置すれば、

今後、管理不全に陥るマンションは確実に増加し、居住環境はもとより、防災や

防犯、衛生、景観、コミュニティ形成など、地域の生活環境や市街地環境にも悪

影響を及ぼすことが懸念される。 

○ 管理不全の予防、適正な管理の促進に向けて、行政がこれまでよりも踏み込ん

で管理組合を支援するため、マンションに関わる者の責務、管理状況届出制度及

び管理状況に応じた助言・支援等の実施について規定したマンション管理条例を、

平成 31(2019)年に制定・公布した。 

○ 届出によって把握した管理状況に応じて、管理組合等が様々な支援策の中から

選択できるよう、専門家や関係団体等とも連携して、支援策の充実強化に取り組

んでいく。 

 

---これまでの取組状況等-------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ マンション管理条例において、要届出マンション1の管理組合に対し、基本情報

及び管理状況の届出を義務付ける管理状況届出制度を規定した。また、その届出

によって把握した個々のマンションの管理状況に応じて、行政が調査・助言・支

援、指導・勧告を行うことを定めている。 

 

○ 管理組合による届出の利便性を高めるとともに、届出内容から管理状況に応じ

た助言・支援に円滑に結びつけるため、電子での届出が可能となるよう「管理状

況届出システム2」を構築※した。 

 

○ マンション管理条例について、マンション管

理セミナーを活用するなどして普及啓発を行

うとともに、日常の管理や再生に関する相談の

ほか、管理状況届出制度に関する問い合わせに

も対応する分譲マンション総合相談窓口を、令

和元(2019)年９月に開設した。 

  

                                                   
1 要届出マンション：マンション管理適正化法第 56 条第 1 項に規定する人の居住の用に供する独立部分を 6 以上有

し、かつ、昭和 58年 12 月 31 日以前に新築されたマンション 
2 管理状況届出システム：インターネットを活用して、管理組合又は区分所有者等による管理状況の届出や届出内

容の参照、行政による届出の受理を電子的に行うことができるシステム 

※令和元(2019)年度中に構築予定 

目標２：管理状況届出制度を活用した適正な維持管理の促進
 

相談員が電話対応している写真 
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○ マンション管理条例において、管理組合又は区分所有者等に対し、そのマンシ

ョンの適切な維持保全及び適正な管理の推進のために必要な支援を都が行うこ

とを規定している。 

 

---今後の展開-----------------------------------------------------------------------------------------------      

 

《管理状況届出制度の確実な運用》 

○ 自発的な届出を促進するため、管理状況届出制度に関するパンフレットや、電

子による届出方法及び届出用紙の記入方法に関するマニュアルを作成し、マンシ

ョン管理業者等の協力を得て、広く管理組合等への配布・説明を行うなど、積極

的な周知を図る。 

○ マニュアルやパンフレットを活用し、関係団体等とも連携してセミナーを開催

するなど、届出制度について普及啓発を図る。 

○ 管理組合が届出について気軽に問い合わせできるよう、分譲マンション総合相

談窓口を広く周知するとともに、問い合わせに迅速に対応できるよう、必要に応

じて窓口体制の強化などを検討していく。 

○ 管理不全を予防・改善する支援につなげるため、自発的な届出を誘導し、適切

な管理に対するモチベーションとなる仕組みや支援策を検討する。 

 

 

《管理組合に対する協力体制の強化》 

○ マンション管理条例では、マンション管理士、マンション管理業者及びマンシ

ョン分譲事業者の責務を、マンション管理ガイドラインでは、それぞれの役割や

業務を行うに当たって実施することが望ましい事項を示しており、改めて条例や

マンション管理ガイドラインに即して、業務を遂行するよう求めていく。 

○  適正な管理の促進を図るための施策について、マンション管理士やマンション

管理業者等に対し、関係団体等と連携して説明会を開催するなど、普及啓発を図

るとともに、適正な管理の促進に向けた取組を促していく。 

○ 管理状況の調査を行うマンション管理士に対し、その手法等の技術向上及び接

遇やコンプライアンスに関する研修会等を開催するなど意識啓発を図る。 
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《管理不全の予防・改善に向けた支援等》 

○ 届出によって把握した管理状況に応じて必要な支援を行うため、管理状況届出

システムを通じて、管理状況に関するデータを都と区市町村間で共有し、管理を

巡る状況や管理組合のニーズ等を踏まえながら、効果的な支援策について検討す

る。 

特に、管理不全の兆候があるマンションに対しては、管理状況の改善に向けて

専門家を継続的に派遣するなどの支援策を検討する。 

○ 正当な理由なく届出がない場合や、助言によっては管理状況の悪化を防ぐこと

が困難な場合等における、管理組合に対する指導又は勧告の実施に当たっては、

都内で画一的な基準を設けるなど、公正性を確保するための方法を検討する。 

○ 管理不全の予防・改善に向けて、効果的かつ画一的な調査、助言及び指導等を

行うために、都と区市町村の取組状況等について意見交換や情報共有を行う連絡

会議などを定期的に開催し、行政間で十分に連携を図りながら取り組んでいく。 

 

 

 

【管理状況届出制度による管理状況の把握と助言・支援等のイメージ】 
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---現状と施策の方向性----------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ マンションの管理に関する情報が購入希望者に円滑に提供されることは、消費

者の保護を図り、取引が適正に行われるための重要な前提であると同時に、管理

組合や区分所有者にとっても、管理情報を開示・提供することによって、管理状

況が市場で適切に評価され、資産価値の維持向上につながれば、適正な管理を行

っていく上でのインセンティブになる。 

○ マンションの購入希望者や宅地建物取引業者等が管理情報を円滑に入手でき

るようにするとともに、管理情報を積極的に公開することが、適正な管理の実施

に向けたインセンティブとして機能するよう、市場の環境整備に取り組む。 

 

 
---これまでの取組状況等-------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ マンションの取引に際しては、不動産広告表示や宅地建物取引業法に基づく重

要事項説明1（以下「重要事項説明」という。）において、管理情報についても一

定程度提供がなされている。 

 

○ 広告表示については、不動産業界の自主規制として、「不動産の表示に関する

公正競争規約2」が定められているが、マンションの売買における、管理に関する

表示事項は、「管理費及び修繕積立金」及び「管理方式」のみとなっている。 

 

○ 重要事項説明は、マンションの管理に関する詳細な情報を購入希望者に提供す

る重要な機会であり、業界団体では、共通フォーマットを作成し、適切な情報提

供に努めているが、それが浸透しきれておらず、提供される情報にバラつきが見

られるなど、購入希望者にとって必ずしも十分とは言えない場合もある。 

  

                                                   
1 宅地建物取引業法に基づく重要事項説明：宅地建物の取引に際して、宅地建物取引業者が取引の相手方又は媒介

を行う取引の各当事者に対し、取引物件、契約及び取引条件等に関する重要事項（※）について、書面を交付し

て説明すること。 
（※）取引物件に関する私法上又は公法上の権利関係、都市施設の整備状況、取引条件など最小限説明すべき事

項が法律上規定されている。 
2 不動産の表示に関する公正競争規約：不当景品類及び不当表示防止法第 31条第１項の規定に基づき、公正取引

委員会及び消費者庁長官の認定を受けて制定された不動産広告に関する不動産業界の自主規制ルール。不動産

の取引について行う表示に関する事項を定めることにより、不当な顧客の誘因を防止し、一般消費者による自

主的かつ合理的な選択及び事業者間の公正な競争を確保することを目的としている。 

目標３：管理の良好なマンションが適正に評価される市場の形成
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○ 既存マンションの価格査定は、一般的に取引事例比較法に基づき、実際に売買

された近傍同種のマンションと比較して行われるが、「維持管理状況」について

は、外観調査だけでは確認が困難なため、十分な調査がなされず、結果として査

定に反映されない場合がある。 

 

○ マンションみらいネットは、履歴情報登録サービスのほか、インターネットを

通じてマンションの管理情報を公開し、マンション購入希望者に対して管理情報

を提供することで、市場における流通の促進等を図ることも重要な目的の一つと

なっているが、現状では管理情報を公開することのメリットが少なく、普及が進

んでいない。 

 

○ 都は、マンションの適正な維持管理の推進とともに、流通市場の活性化を目的

として、「東京都優良マンション登録表示制度1」を平成 15(2003)年度から実施し、

平成 29(2017)年度に住宅性能表示制度の改正に伴う認定基準の見直しなどを行

ったが、更なる市場における認知度の向上や認定取得による経済的なメリット等

が必要である。 

  

                                                   
1 東京都優良マンション登録表示制度：建物(共用部分)の性能と管理の両面において、一定の水準を確保するマン

ションを「優良マンション」として、認定・登録し、公表する制度。都民に情報を提供することにより、良質

な住宅形成を図るとともに、都民が安心して住宅を購入できる市場を整備することを目的としている。都が制

度の基本方針及び実施基準を定め、認定機関及び登録機関を指定している。 



41 
 

【東京都優良マンション登録表示制度の概要】 
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---今後の展開-----------------------------------------------------------------------------------------------  

 

《管理組合の意向による管理状況届出システムを活用した情報公開》 

○ 個人情報の保護や権利・利益の侵害防止等に配慮しながら、公開を希望する管

理組合の求めに応じて、管理状況届出システムに届け出た管理状況や、行政にお

いて把握が可能な東京都優良マンションの認定・登録などの付加価値情報を公開

するなど、管理状況届出システム等を活用した情報公開について検討する。 

 

 

《東京都優良マンション登録表示制度の改善と普及促進》 

○ 東京都優良マンション登録表示制度の利用促進に向け、現行制度の検証を行う

とともに、国や関係団体等の動向、管理組合やマンション分譲事業者の意見等も

踏まえ、制度の改善を図る。 

○ 認定を取得したマンションについては、不動産販売広告において消費者に分か

りやすい形で表示を行うことを検討するなど、制度の認知度の向上を図る。 

○ 制度が市場に普及定着するまでの促進策として、認定を取得したマンションに

対する優遇策について検討する。 

 

 

《既存マンションの取引時における管理情報の開示と価格査定への反映》 

○ 重要事項説明において、マンションの管理情報が購入希望者に対し的確に提供

されるようにするため、購入検討時における情報提供に関する留意事項や業界団

体が作成している共通フォーマットについて、マンション管理ガイドラインによ

り、団体と連携して市場への普及を図る。 

○ マンションの販売広告における管理情報の表示内容の充実に向け、業界団体へ

の働きかけを行う。 

○ 公益財団法人不動産流通推進センターが作成している「価格査定マニュアル1」

について、維持管理に関する査定条件の充実等を図るよう、同センターや国に要

請する。 

○ マンションの管理情報の収集や価格査定への反映の方法等について、査定を行

う宅地建物取引業者に対し、関係団体と連携して研修を実施するなど、周知を図

る。 

                                                   
1 価格査定マニュアル：宅地建物取引業法により、宅地建物取引業者が媒介価額について意見を述べる際に、その

根拠を示さなければならない旨義務付けられているため、根拠を明示する合理的手法として活用できるよう、公

益財団法人不動産流通推進センター（旧 不動産流通近代化センター）が策定したもの 
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《マンション分譲事業者への要請》 

○ マンション管理ガイドラインでは、「分譲事業者編」を設け、新築分譲時にお

いても、マンション分譲事業者が購入検討者に対し、管理規約案の概要、修繕積

立金の額や積立方式を含む長期修繕計画案の概要などの管理に関する事項につ

いて十分に周知するよう努めることを求めているため、その内容に即した対応を

要請する。 

○ 「長期優良住宅認定制度1」や東京都優良マンション登録表示制度の利用等によ

り、管理に十分配慮したマンションを供給するよう、マンション分譲事業者に求

めていく。 

 

 

《消費者への普及啓発》 

○ マンションの管理情報が購入希望者に的確に提供されるためには、管理組合や

事業者側の取組と併せて、マンションを売買する消費者側の意識改革や知識レベ

ルの向上を図ることも重要である。 

○ 都が平成 20(2008)年度に作成し、令和元(2019)年度に改定※した「安心して住

宅を売買するためのガイドブック（マンション編）2」等を活用し、関係団体等と

も連携して消費者向けセミナーを開催するなど、マンション購入を検討している

消費者等に対し、管理の重要性や管理情報の見方、マンションみらいネットや東

京都優良マンション登録表示制度等について普及啓発を図る。 

                                                   
1 長期優良住宅認定制度：長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づき、劣化対策・耐震性・可変性・省エネ

ルギー性等の性能を有し、長期にわたり良好な状態で使用できる住宅を、長期優良住宅として所管行政庁が認

定する制度 
2 安心して住宅を売買するためのガイドブック（マンション編）：既存マンションを安心して売買できる環境を整えるこ

とにより、その流通を促進することを目指し、都が作成したもの。マンションの品質や性能、管理の状況等を理

解するための「大切な視点」、既存マンションを安心して取引するために確認すべき「チェックリスト」、「不動

産取引と契約に際しての留意事項」について示している。 

※令和元(2019)年度中に改定予定 
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【目標１～３ 主要施策の５か年の年次計画】 

取組内容 

令和元年度 

まで 

（2019） 

年次計画 

令和２年度 

（2020） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

令和６年度 

（2024） 

目標１ 管理組合による自主的かつ適正な維持管理の推進 

マンション管理アドバ

イザー制度の見直し 

実施機関 

との調整 
制度改正     

円滑な合意形成がよ

り困難なマンションに

対する支援策の構築 

      

目標２ 管理状況届出制度を活用した適正な維持管理の促進 

管理状況に応じた 

管理組合への効果的

な助言・支援等の展開 

区市町村 
との調整 

助言・支援等
の準備・検討 

     

管理不全の予防・改

善に向けた効果的な

支援策の構築 

モデル 
事業実施 

モデル 
事業実施 

支援策 
検討 

 
支援策 

本格実施  

目標３ 管理の良好なマンションが適正に評価される市場の形成 

東京都優良マンション

登録表示制度の改善

と普及促進 

検証・ 
制度検討 

     

 

  

周知・活用促進 
必要に応じた制度改正 

 

支援策実施に向けた検討 

検証・制度検討 制度 
改正 周知・普及促進 

区市町村との調整、助言・支援等の実施 
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【目標１～３に関連する政策指標】 

政策指標 現況 目標 

目標１ 管理組合による自主的かつ適正な維持管理の推進 

①25 年以上の長期修繕計画に基づく修繕 

積立金額を設定しているマンションの割合 

32％※1 

平成 23(2011)年度末 

70％※2 

令和７(2025)年度末 

目標２ 管理状況届出制度を活用した適正な維持管理の促進 

②管理状況の届出を行った要届出マンション 

の割合 
― 

80％ 

令和７(2025)年度末 

目標３ 管理の良好なマンションが適正に評価される市場の形成 

③東京都優良マンション登録表示制度の認定を 

受けているマンションの数 

216 件 

平成 30(2018)年度末 

2500 件 

令和７(2025)年度末 

※１ マンション実態調査による数値 

※２ 管理状況の届出内容等により測定 
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２ 老朽マンション等の再生の促進 

 

 

---現状と施策の方向性----------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ 管理組合等がマンションの再生を進めるには、価値観や経済状況等の異なる多

数の区分所有者間の合意形成を図る必要があるが、専門的な知識の不足に加え、

資金の不足、居住者の高齢化、仮住まいや住み替え等の負担、敷地条件や建築規

制など、様々な要因により、合意形成が進まない状況が見られる。 

○ こうした様々な阻害要因に対応し、管理組合が、改修、建替え、敷地売却など、

様々な再生手法の中から、マンションの状況に応じた最適な手法を円滑に選択で

きるよう、専門家や関係団体等とも連携して、普及啓発や支援策の充実強化に取

り組んでいく。 

 

---これまでの取組状況等-------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ マンションの建替えや改修等について、国や都においては、マニュアルやガイ

ドブックを作成し、補助、融資、税制等の支援も実施している。 

 

○ 都が策定した「東京におけるマンションの管理の適正化に関する指針」や「マ

ンション管理ガイドライン」では、再生の項目を掲げ、管理組合に対し、早い段

階から将来の改修や建替え、敷地売却など、再生に向けての区分所有者等の意識

を啓発するとともに、取組を進めるよう促している。 

 

○ 都は、平成 30(2018)年３月、マンションの再生を検討・計画し、実施していく

場合に、管理組合や区分所有者等として知っておくべきことや、合意形成を円滑

に進めるために留意すべき点などについて解説する「マンション再生ガイドブッ

ク」を作成し、その普及を図っている。 

 

○ 都は、毎年、マンション再生セミナーを開催し、専門家による講演や無料相談

を実施するとともに、「東京都マンション建替え・改修アドバイザー制度1」を設

け、知識と経験のあるアドバイザーを派遣し、管理組合等による建替えや改修等

の自主的な取組を支援している。  

                                                   
1 東京都マンション建替え・改修アドバイザー制度：マンションの管理組合等からの申込みに基づき、知識と経験のあ

る専門家を派遣して、マンションの建替えや改修に関する情報提供やアドバイスを行うことにより、マンショ

ン管理組合等による建替えや改修の自主的な取組の支援を行うことを目的とした制度。都が定める基本方針を

受け、実施機関としてまちづくりセンターが制度を運用している。 

目標４：マンションの状況に応じた適切な再生手法を選択できる環境の整備
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○ 都は、「マンション改良工事助成制度」により、躯体・設備の耐震化や外壁塗

装など、共用部分を改良・修繕する管理組合に対して利子補給を行っている。こ

れまで、利子補給期間を７年から 10 年に延長するとともに、管理組合がより耐

震化に取り組みやすくなるよう、「東京都マンション耐震化促進事業1」等との併

用を可能とするなど、適宜、制度の改善を行っている。 

 

○ 省エネルギーの観点から、都は、共用部分における照明のLED化等を行う工事

に対し、マンション改良工事助成制度による助成（利子補給）を実施している。

また、マンションへの電気自動車等用の充電設備の設置について、専門家派遣に

よるアドバイスや普及啓発を行うとともに、導入費用等に対する助成を行ってい

る。（充電設備の導入事例については目標１に記載（P35）） 

 

○ 東京都住宅マスタープランに定める重点供給

地域内において、一定の要件を満たすマンション

の建替事業を対象に、区市町村と連携して、事業

に要する経費の一部について補助を実施している

（都市居住再生促進事業2（マンション建替えタイ

プ））。また、平成 30(2018)年度からマンションの

バリアフリー化や省エネ等の機能・性能向上を図

る改修工事を対象に、区市町村と連携した補助を

開始した（都市居住再生促進事業（既存ストック

再生タイプ））。 

 

○ マンションの建替え等の円滑化に関する法律（以下「マンション建替法」とい

う。）に基づく建替事業及び敷地売却事業によるマンションの建替えの期間中、

住宅に困窮する当該マンションの居住者を対象に、仮住居として都営住宅を期限

付きで提供するとともに、公社や都市再生機構と連携し、区分所有者などのニー

ズに応じた公社住宅・ＵＲ賃貸住宅の空室情報を取りまとめ、管理組合等への情

報提供を行っている。 

 

○ 平成 26(2014)年のマンション建替法の改正により創設された「マンション敷地

売却制度」は、その後、団地型マンションの再生の仕組みとしても拡充されてお

り、マンション再生手法の一つとして敷地売却制度の更なる活用が期待されてい

る。 

                                                   
1 東京都マンション耐震化促進事業：旧耐震基準で建築されたマンションの耐震化を促進し、震災に強い都市づく

りを進めるため、マンションの耐震診断及び耐震改修等に関する助成事業を行う都内の区市町村に対し、都が

補助を実施する事業 
2 都市居住再生促進事業：東京都住宅マスタープランに定める重点供給地域において、一定の要件を満たす住宅を

供給するマンションの建替え、共同化又は改修事業を行う区市町村及び公社に対し、事業に要する経費の一部に

ついて都が補助金を交付する事業 

都市居住再生促進事業 
による 

マンションの写真 
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---今後の展開----------------------------------------------------------------------------------------------- 
 

《マンションの再生に向けた管理組合の取組を促すための支援》 

○ 高経年マンションについて、区市町村とも連携し、改修や建替えなど、再生に

向けた検討状況や管理組合の意向等の把握に努める。 

○ マンション再生ガイドブックについて、マンション再生に関する関係法令等の

改正や、マンション再生を取り巻く状況の変化などを踏まえて、適宜検証・見直

しを行い、管理組合や区分所有者等の活用しやすさの観点も考慮した内容の充実

を図っていくとともに、幅広く普及啓発を行っていく。 

○ 毎年 10 月の住生活月間に合わせて、マンションの再生に向けた機運の醸成を

図るためのキャンペーンを実施し、集中的に広報を展開したり、マンション再生

セミナーをはじめ、都内各地域で各種イベントを開催するなど、効果的な普及啓

発活動を推進する。 

○ 「東京都マンションポータルサイト」を活用し、再生を巡る状況や管理組合の

ニーズ等を踏まえながら、マンションの再生等に役立つ情報を積極的に発信して

いくとともに、管理組合や区分所有者による自主的な取組を支援できるよう、そ

れぞれが抱えている問題に応じて、必要な情報を容易に入手できる仕組みを検討

する。 

 

 

《専門家・関係団体等と連携した相談支援体制の強化》 

○ 行政と専門家・関係団体等が「マンション施策推進会議1」などにより連携して、

マンション再生に係る相談支援ネットワークの構築を図る。また、分譲マンショ

ン総合相談窓口において、管理組合等からの再生に係る相談に対応するとともに、

再生の実施に向けて、東京都マンション建替え・改修アドバイザーの派遣等につ

なげることにより、支援していく。 

○ 東京都マンション建替え・改修アドバイザー制度の一層の利用促進に向け、登

録アドバイザーの増員や適切な研修の実施、支援メニューの見直し、区市町村と

の連携による派遣費用の助成の検討など、制度の充実と周知に取り組む。 

 

 

 

 

 

                                                   
1 マンション施策推進会議：マンションにおける管理の適正化、耐震化及び建替えの促進に向けて、様々な分野の

関係団体が連携しながら、会議参加団体の実施事業等に関する情報共有と意見交換などを行い、良質なマンシ

ョンストックの形成の実現を目的として平成 29 年４月に設置 
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《建替え等に対する支援》 

○ マンション建替えの事例等も踏まえ、マンション再生を促進するために必要な

支援策の充実に取り組む。 

○ 再生の検討初期段階から区分所有者等の再生に向けた意識を高め、管理組合全

体の合意形成につなげていくため、専門家を継続的に派遣するなどの支援策を検

討する。 

 

 

《改修に対する支援》 

○ 都市居住再生促進事業の「既存ストック再生タイプ」について、建物の長寿命

化や共用部分のバリアフリー化等による住宅ストックの質の向上を図るため、助

成制度の創設を区市町村に働きかけるなど、活用を促進していく。 

○ マンション改良工事助成制度について、長寿命化に向けた改修が必要な高経年

マンション等がより活用しやすくなるよう、利用実態やニーズを踏まえ、利子補

給期間の拡大など、制度の改善に向けて検討する。 

○ 改修により、マンションの環境性能を向上させ、社会的機能を高めるため、マ

ンション改良工事助成制度やアドバイザー制度について普及啓発を行い、活用を

促していく。 

○ 専有部分の工事を伴うなど、改修工事に伴い仮移転が必要になる場合もあるた

め、一定の改修工事についても、都営住宅を活用した仮住居の提供等の支援の対

象とすることを検討する。 

 

 

《マンション敷地売却に対する支援》 

○ マンション敷地売却制度について、制度活用の状況や管理組合のニーズ、国の

動向を踏まえながら、アドバイザー派遣のほか、建物除却や敷地売却後の住み替

え等に対する支援など、効果的な支援制度について検討する。 

 

 

《高齢者等に対する支援》 

○ マンションの再生に向けた合意形成の円滑化を図るため、高齢者など、住宅の

確保に特に配慮が必要な区分所有者や借家人への支援の充実を図る。 

○ 建替え等に伴う高齢者等の仮住居や住み替えを支援するため、管理組合等の求

めに応じて、地元区市町村や公社、都市再生機構、宅地建物取引業者や家主の団

体、金融機関等と連携して、事業中・事業後の住まいや生活に関する相談、住宅

の提供・あっせん等を実施する。 
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○ 高齢者の資金面での負担軽減を図るため、独立行政法人住宅金融支援機構など

の公的金融機関や民間金融機関等と連携して、高齢者向け融資制度の充実に取り

組む。 

 

 

  



53 
 

 

 

 

---現状と施策の方向性----------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ マンションは、戸建て住宅に比べ規模が大きく、地震により倒壊等の被害が生

じた場合、道路閉塞を引き起こすなど、周辺地域にも大きな影響が及ぶ上、合意

形成の難しさから、その再建には一般の建物以上に困難を伴うことが多い。さら

に、震災直後は各区分所有者間の連絡が取りにくくなる場合があることから、合

意形成がより難しくなり、復興や新たなまちづくりの障害となるおそれもある。

このため、耐震性が不足するマンションについては、耐震改修や建替え等により

耐震化を図ることが急務である。 

○ マンションの耐震化の一層の促進を図るため、管理組合等に対する普及啓発や

支援を強化するとともに、公共性・公益性等の観点から対象を重点化し、集中的

に支援を行うなど、メリハリをつけて効率的、効果的に施策を展開していく。 
 
 
---これまでの取組状況等-------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ 都は、「東京都耐震改修促進計画」において、マンションを「重点的に耐震化

を図るべき建築物」に位置付け、施策に取り組んできた。 

 

○ マンションの耐震化の状況を把握するため、平成 23(2011)年度のマンション実

態調査において、旧耐震基準の全てのマンションを対象にアンケートを実施した

が、回収率が低く、十分な状況把握はできていない。 

 

○ 耐震化の促進に向けた普及啓発の取組として、これまで、都内の旧耐震基準の

マンションを対象に「マンション啓発隊1」が個別訪問を行い、耐震化に向けた助

言・支援を行ってきた。また、「東京都耐震マーク表示制度2」の推進、「マンショ

ン耐震セミナー」の開催や「東京都マンションポータルサイト」を通じた情報提

供等の取組を行っている。 

                                                   
1 マンション啓発隊：マンションの耐震化を促進するため、都内にある旧耐震基準のマンションを対象に、平成

24(2012)年から都職員、地元自治体職員、専門家（建築士又はマンション管理士）の３人一組で管理組合等を直

接訪問し、耐震化に向けた取組について助言等を実施 
2 東京都耐震マーク表示制度：耐震性を有する都内の建築物を対象とし、都が耐震マークを交付する制度。耐震マ

ークを建築物の入り口等に掲出することにより、建築物利用者等に耐震性に関する情報を提供し、建物の耐震

性に関する安全意識の向上を図るとともに、建築物の耐震化を促進することを目的としている。 

目標５：旧耐震基準のマンションの耐震化の促進
 



54 
 

○ 耐震化に要する区分所有者の費用負担の軽減を図るため、「東京都マンション 

耐震化促進事業」を設け、区市町村と連携し、耐震アドバイザー派遣助成、耐震

診断助成、耐震改修助成を実施している。マンションが多く立地している区部に

ついては、ほぼ全ての区がこの事業を活用した助成制度を有する一方で、木造戸

建住宅が中心の市部については一部の市にとどまるなど、地域によってマンショ

ン施策の実施状況に違いがある。 

 

○ 耐震診断の実施には、しゅん工図とともに構造図や構造計算書などの設計図書

が必要となるが、それらを保管していないマンションも多く、また、その復元に

は相当の費用を要するため、管理組合が耐震診断の実施に踏み切れない大きな要

因ともなっている。そのため、東京都マンション耐震化促進事業について、設計

図書の復元についても支援の対象とするなど、事業内容の充実を図っている。 

 

○ マンション啓発隊の活動状況を踏まえ、耐震診断の実施等、過去に耐震化に向

けた取組があったものの、次の段階に進んでいない管理組合等に対し、建築士・

マンション管理士等の専門家を繰り返し派遣する「マンション耐震化サポーター

派遣事業1」を実施している。「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づく

要耐震改修の認定を受けることにより決議要件を緩和する制度の説明や、具体的

な改修計画案を提示するなど、耐震化に向けた合意形成を支援している。 

 

○ 税制面からの支援として、建替え及び耐震改修を行った場合に固定資産税等を

減免する都独自の耐震化促進税制2（23 区）を平成 20(2008)年度から実施してい

る。 

 

○ 特定緊急輸送道路沿道建築物3については、「東京における緊急輸送道路沿道建

築物の耐震化を推進する条例（以下「耐震化推進条例」という。）」による耐震診

断の義務付け及び手厚い助成制度等により、重点的に耐震化を促進してきた。そ

の結果、沿道のマンションの 97％が耐震診断を実施しており、今後は、耐震性が

不足しているマンションの耐震化を推進していく必要がある。 

 

○ 平成 31(2019)年３月に、耐震化推進条例を改正し、沿道建築物の占有者に、所

有者が行う耐震化の実現に向けて協力する努力義務を課すことを規定するなど、

沿道建築物であるマンションの占有者の協力を得やすくなる環境を整備した。 

                                                   
1 マンション耐震化サポーター派遣事業：旧耐震基準で建築されたマンションの耐震化（建替えや除却も含む）を一

層促進するため、個別の状況・問題に応じたサポートを行う建築士・マンション管理士等（マンション耐震化サ

ポーター）を無料で派遣する事業 
2 耐震化促進税制：住宅の耐震化促進のため、区部で行われた建替えや耐震改修を対象に、固定資産税・都市計画

税を一定期間全額減免する特例措置 
3 特定緊急輸送道路沿道建築物：震災時に避難や救急・消火活動、緊急物資輸送の大動脈となる幹線道路（緊急輸

送道路）のうち、特に重要で早急に沿道建築物の耐震化を図るべき道路として、東京における緊急輸送道路沿道

建築物の耐震化を推進する条例に基づき指定された道路の沿道建築物 
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---今後の展開----------------------------------------------------------------------------------------------- 
 

《旧耐震基準マンションの耐震化状況の把握》 

○ マンション耐震化サポーター派遣事業を通じて得られた情報や、管理状況届出

制度による届出内容等を整理・活用し、旧耐震基準のマンションの耐震化の取組

状況や管理組合の取組意向等の的確かつ継続的な把握に努める。 

 

 

《耐震化促進に向けた普及啓発》 

○ マンション耐震セミナーについては、区市町村との連携・協力の下、専門家に

よる講演、耐震改修工事を実施したマンションの関係者による取組や被災マンシ

ョンの事例の紹介など、管理組合等の参加意欲を高める工夫を図りながら、耐震

キャンペーンの一環として、継続実施する。また、東京都耐震マーク表示制度に

ついて、マンション管理組合への周知を徹底するなど積極的に制度の普及を図る。 

○ 耐震化に向けた継続的な普及啓発を図るため、都と区市町村が連携し、マンシ

ョン啓発隊活動を通じて得られた知見等を最大限活用して、管理状況届出制度等

により把握した耐震化の取組状況に応じたきめ細かな助言を行うなど、管理組合

等に対し、効果的・効率的に働きかけを行う。 

 

【耐震マークの交付を受けたマンション】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アウトフレーム工法による補強    エントランスに貼付された耐震マーク 

出典：マンションの耐震化のすすめ/東京都都市整備局 

【耐震改修の事例 （耐震壁補強）】 
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《耐震化に対する支援》 

○ 助成制度の創設・拡充を各区市町村に強く働きかけるとともに、国の制度の動

向も踏まえながら、東京都マンション耐震化促進事業の充実を検討する。また、

関係団体等が集まる金融に関する勉強会等への参加などにより住宅金融支援機構

や民間金融機関等と連携し、マンション改良工事助成制度の改善など、耐震化に

取り組む管理組合向けの金融支援の充実についても検討する。 

○ Is 値 0.3 未満のマンションなどでは、耐震改修工事を行うことが費用面などか

ら困難な場合もあることから、段階的な工事に対して、Is 値 0.6 に引き上げるこ

とを担保した上で、各段階における工事費に対し、区市町村と連携して助成を行

う。また、複数年度にまたがる工事についても、区市町村と連携して、各年度の

出来高に応じた工事費への助成を行う。 

【構造耐震指標 （Ｉｓ値）】 

 
 建物の耐震性能は、構造耐震指標（Is 値）で表される。Is 値は、建物の強さや経年状
況等で評価され、0.6 以上※あると、地震に対する必要な性能が確保されていると判断
される。 

※簡易（第⼀次）診断によって計算された場合は、Is 値が 0.8 以上必要 

＜地震による被害と Is 値の関係＞ 

出典：耐震ネットから抜粋（一部加筆修正） 

ビル・マンションの耐震化読本 改訂第５版/東京都都市整備局 
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《安全・安心な都市の実現に向けた耐震化の促進》 

○ 特定緊急輸送道路沿道のマンションについては、東京都耐震改修促進計画に基

づき、引き続き最優先で耐震性の向上を図っていく。特に、倒壊危険性が高いと

される Is 値 0.3 未満のマンションについては、最重点で耐震化を図る。 

○ 一般緊急輸送道路の沿道のマンションについても、特定緊急輸送道路沿道に準

じて、優先的、重点的に耐震化の促進を図っていく。 

○ 耐震化推進条例に基づき、所有者に対する指導、助言及び占有者に対する助言

等を実施し、占有者の協力が課題となっている沿道建築物であるマンションの耐

震化を促進していく。 

○ 次のマンションについて、区市町村と連携して耐震化を促進するための方策を

検討する。 

   防災都市づくり推進計画に定める整備地域内の防災生活道路の沿道のマン

ション 

   避難道路又は避難場所と緊急輸送道路を結ぶ道路等の沿道のマンション 

   延焼遮断帯となる道路の沿道に位置し、倒壊により延焼遮断機能を損なうお

それのあるマンション 

   区市町村の防災対策に協力し、震災時の在宅避難の準備や避難者・帰宅困難

者の一時受入れ等に取り組もうとするマンション 
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---現状と施策の方向性----------------------------------------------------------------------------------- 

 

○ 都内には、老朽化が進み、建替え等を検討すべき時期を迎えているにもかかわ

らず、敷地条件の悪さや、容積率などの建築規制により既存不適格1となっている

など、単独では建替えが困難なマンションが相当数存在している。 

○ こうした状況に鑑み、周辺との共同化など、まちづくりと連携した再生を促進

するため、平成 29(2017)年に「マンション再生まちづくり制度2」を創設した。 

○ マンション再生まちづくり制度を活用し、都市における拠点の形成、緊急輸送

道路の機能確保、木造住宅密集地域における安全な市街地の形成、大規模な住宅

団地の再生など、地域の課題解決にも寄与するマンション再生の取組について、

重点的な支援を実施していく。 

 
---これまでの取組状況等-------------------------------------------------------------------------------- 
 

○ マンション再生まちづくり制度に基づき、マンション再生まちづくり計画の策

定に取り組む区市町村を支援しており、マンション再生まちづくり計画が策定さ

れた地区については、マンション再生まちづくり推進地区として指定している。 

 

○ マンション再生まちづくり推進地区に指定された地区内では、マンションの管

理組合等が再生に向けた合意形成に取り組む費用の一部助成を行っている。 

 

○ 平成 30(2018)年度には、老朽化したマンションの再生を促進するため、都市開

発諸制度3の改定により、再開発等促進区を定める地区計画等にマンション再生ま

ちづくり推進地区内において活用可能な「高経年マンション建替型」が創設され、

容積率の割増の上限が緩和された。  

                                                   
1 既存不適格：建築した時には、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）等の法律に適合していたにもかかわらず、

その後の法律の改正や都市計画の変更などによって現行の規定に適合しなくなった建築物。事実上、現行の法律

には適合していないが、違反建築物とは区別され、原則としてそのままの状態で使用することが可能 
2 マンション再生まちづくり制度：平成 29(2017)年に創設。区市町村が策定するマンション再生まちづくり計画を受

けて、都が推進地区を指定し、まちの安全性や魅力の向上に寄与する地区内の旧耐震基準のマンションの再生を

支援する制度。都は、推進地区内の再生を検討するマンションの管理組合等に対して、合意形成に係る費用の一

部を、区市町村を通じて補助することができる。 
3 都市開発諸制度：公開空地の確保など公共的な貢献を行う建築計画に対して、容積率や斜線制限などの建築基準

法に定める形態規制を緩和することにより、市街地環境の向上に寄与する良好な都市開発の誘導を図る制度。再

開発等促進区を定める地区計画、特定街区、高度利用地区、総合設計の４制度がある。 

目標６：まちづくりと連携した老朽マンション等の再生
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○ マンション再生まちづくり制度は普及途上であり、制度による支援内容や、都

市開発諸制度と連動する活用のメリット等について、区市町村や管理組合等に対

して、より一層の周知が必要である。 

 

○ 平成 26(2014)年のマンション建替法改正により創設された「容積率の緩和特例
1」は、従来の総合設計制度のように、公開空地の確保を主な目的とせず、比較的

小規模な敷地においても活用できるものであり、許可要綱に基づき運用されてい

る。 

 

○ 近年、区市町村において絶対高さを定める高度地区2の導入が進んでいるが、既

存建築物の建替えに当たっての制約となることも考えられることから、一定の条

件の下に緩和措置が設けられている。 

 

 ○ 平成31(2019)年、「街区再編まちづくり制度活用方針3」の改定により、高経年

マンションが多く立地する地域において、街区再編を進めながら連鎖的なマンシ

ョン再生を図るため、移転先としての受け皿となる住宅の整備などの取組例を示

した。 

 

 ○ 国は、平成29(2017)年度から「住宅団地の再生のあり方に関する検討会（第２

期）4」を設置し、検討結果に基づき、新たな住宅団地再生マニュアルの策定等

を行うとともに、令和元(2019)年８月の最終とりまとめにおいては、敷地売却制

度の拡充や団地型マンションの柔軟な再生を可能にする手法の充実などについ

て、今後の政策の方向性への提言がなされた。 

 
 

  

                                                   
1 容積率の緩和特例：除却の必要性に係る認定（耐震性不足の認定）を受けたマンションの建替えにより新たに建

築されるマンションで、一定の敷地面積を有し、市街地環境の整備・改善に資するものについて、特定行政庁の

許可により容積率制限が緩和される特例 
2 高度地区：都市計画法に基づく地域地区の一つ。用途地域内において市街地の環境を維持し、又は土地利用の増

進を図るため、建築物の高さの最高限度又は最低限度を定める地区。高度地区内においては、建築物の高さは、

高度地区に関する都市計画において定められた内容に適合するものでなければならない。 
3 街区再編まちづくり制度活用方針：東京のしゃれた街並みづくり推進条例（平成 15年東京都条例第 30号）によ

る街区再編まちづくり制度を幅広く活用するための考え方を示した方針 
4 住宅団地の再生のあり方に関する検討会（第２期）：老朽化した住宅団地の建替、改修を含めた再生を進めるため

の施策のあり方について、近年の制度見直し内容を踏まえた再生手法の活用や戸建て住宅団地の再生・魅力向

上の観点も含めて、幅広く検討を行うことを目的に、国土交通省が設置した検討会 

※国の検討状況を踏まえ、記載内容を検討 
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【マンション再生まちづくり制度の概要】 

 

■マンション再生まちづくり推進地区の指定要件 

①市街地の更新を促進する地域として位置付けられた地区 
②区域内に旧耐震マンションがあること 
③要綱に定める事項を含むまちづくりに取り組む地区であること 
④東京都が定める事項を記載した計画(マンション再生まちづくり計画)が作成されていること 

■マンション再生まちづくり制度の流れ 

 

■マンション再生まちづくり制度における容積率の緩和 
▸ 都市開発諸制度を活⽤した容積率の緩和（⾼経年マンション建替え型） 

平成 31 年３⽉に改定された『新しい都市づくりのために都市開発諸制度活⽤⽅針』に基づき、
マンション再生まちづくり推進地区の指定を受けた区域内（以下、「推進地区内」）でのマンショ
ン建替え計画において都市開発諸制度を活⽤する場合、容積率上限の更なる緩和が可能。 

▸ 東京都マンション建替法容積率許可を活⽤した容積率の緩和 
推進地区内でのマンション建替え計画において東京都マンション建替法容積率許可を活⽤する

場合、容積率上限の更なる緩和が可能。 

区市町村がまちづくり計画を取りまとめ 

都がまちづくり計画を認定、 

マンション再生まちづくり推進地区の指定 

管理組合が建替え等について合意形成 

区市町村が 

建替え計画を認定 

マンション建替え事業等を実施 

本制度は、区域内のマンションの再生を図る必要性が特に⾼い地区として東京都が
指定する地区（マンション再生まちづくり推進地区）に対し、必要な⽀援を⾏うこと
で、安全で良質なマンションストックの形成とともに、安全・安⼼な都市の実現及び
良好な市街地環境の形成等を図る制度 

 

【都の支援①】 
区市町村がまちづくり 
計画を検討する費用の 

一部を補助 
（区市町村へ補助） 

【都の支援②】 
建替等を検討する 

管理組合等の合意形成 
費用の一部を補助 

（区市町村を通じた補助） 

ｚ 
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【マンション再生まちづくり推進地区の指定を受けた地域】 

▸⼤崎⻄⼝駅前地区 
位 置︓品川区大崎三丁目６番の一部 

面 積︓約 1.3ha 

目 的 
・先行開発地区等との協調、連携を図り

つつ、副都心に相応しい都市機能の再編

と良好な都市環境を創出 

・地区指定を踏まえ、地域関係者等との

調整や支援等により分譲マンション等

の建替えを促進 

推進地区指定日 
平成 30(2018)年４月 16日 

 

▸諏訪・永山地区 
位 置︓多摩市諏訪一丁目～六丁目、 

永山一丁目～七丁目 

面 積︓約 308ha 

目 的 
団地型分譲マンションの再生を支援、

促進し、コンパクトなまちへ都市構造を

転換するとともに、若い世代を引き付け

る東京のイノベーションをリードする

持続可能なまちへ再生を図る。 

推進地区指定日 
平成 30(2018)年４月 16日 
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---今後の展開-----------------------------------------------------------------------------------------------  

 

《マンション再生まちづくり制度によるマンション再生の促進》 

○ マンション再生まちづくり制度に基づき、マンション再生まちづくり計画を策

定する区市町村を支援するとともに、計画策定後はマンション再生まちづくり推

進地区の指定を行い、マンション再生に取り組む管理組合等を支援することによ

り、まちづくりと連携したマンション再生を引き続き促進していく。 

○ マンション再生まちづくり制度について、積極的に区市町村に対して周知する

とともに、管理組合等に対しても制度活用のメリットなどについて普及啓発を行

い、活用を促していく。 

○ 防災都市づくり推進計画に定める整備地域内における防災生活道路の沿道の

マンション等については、区市町村と連携して、マンション再生まちづくり制度

の適用も検討するなど、マンションの耐震化による再生を促進していく。 

○ 制度の適用の状況を踏まえ、制度の適用要件の拡充や支援内容の充実について

検討する。 

 

 

《建替えの円滑化に資する都市計画・建築規制の緩和等》 

○ 地域の実情を踏まえた上で、都市開発諸制度及びマンション再生まちづくり制

度等の効果的な活用や、老朽マンションを含む市街地再開発事業1などの実施によ

り、マンションの建替えを促進するとともに、都市機能の更新や市街地環境の向

上を図っていく。 

○ マンション建替法に基づく容積率の緩和特例について、各特定行政庁において

も地域特性を踏まえた許可要綱の制定や円滑な運用が図られるよう、技術的な助

言等を行っていく。 

○ 老朽マンションの建替えの円滑化に資する高さの制限の運用などについて、必

要に応じて技術的な側面から区市町村の主体的な取組を支援していく。 

○ 高経年マンションが多く立地している地域などを対象に、敷地売却制度等を活

用して、複数のマンションの一体的な再生を進める取組について、効果的な支援

策を検討する。 

 

                                                   
1 市街地再開発事業：不足している道路･公園などの公共施設を計画的に整備するとともに、良好な生活環境を備

えた都市型住宅の供給や、業務施設の近代化を図るなど、安全かつ快適な生活空間を創出する総合的なまちづ

くりを行う事業 
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《共同建替えや団地再生に対する支援》 

○ 地域の核となる大規模な団地型マンションの再生に当たっては、地域のまちづ

くりの方針等に即して、にぎわい施設や高齢者福祉施設・子育て支援施設等との

複合用途化を図るなど、都市計画や福祉施策等とも連携し、地域の活性化や福祉

の向上にも寄与するような取組を誘導・支援する。 

○ 公的住宅と一体的に開発された団地型マンションにおいては、再生に当たって

も、それぞれが個別に取り組むのではなく、一体的な方針や計画の下で取り組む

よう誘導したり、公的住宅の建替えによる創出用地をマンションの建替えの種地

として活用するなど、公的住宅の再生・再編と連携して団地再生を図ることも検

討する。 
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【目標４～６ 主要施策の５か年の年次計画】 

取組内容 

令和元年度 

まで 

（2019） 

年次計画 

令和２年度 

（2020） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

令和６年度 

（2024） 

目標４ マンションの状況に応じた適切な再生手法を選択できる環境の整備 

マンション建替え・改修

アドバイザー制度の見

直し 

実施機関 

との調整 
制度改正     

再生の促進に有効な

支援策の構築 
 調査 制度検討   

支援策 
本格実施 

再生に向けた円滑な

合意形成につながる支

援策の構築 

モデル 

事業実施 

モデル 

事業実施 

支援策 

検討 
 

支援策 
本格実施  

目標５ 旧耐震基準のマンションの耐震化の促進 

東京都マンション耐震

化促進事業の拡充 

耐震アドバイザー派遣
（21区８市） 

耐震診断助成 
（23区９市） 

耐震改修助成 

（23区７市） 

     

安全・安心な都市の実

現に向けた耐震化の

促進 

東京都耐震改

修促進計画の

一部改定 

（令和元年度末） 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

目標６ まちづくりと連携した老朽マンション等の再生 

マンション再生まちづく

り制度の活用促進 

推進地区数 

の累計 

２地区 

     

（特定緊急輸送道路沿道） 

建物所有者への働きかけ、支援、指導・指示等 

助成制度の創設・拡充を区市へ働きかけ 

モデル 

事業実施 

（一般緊急輸送道路沿道） 

建物所有者への働きかけ、支援、指導・指示等 

 
（その他） 

区市との協議、区市への支援 
 

適用地区の拡大 

周知・活用促進 
必要に応じた制度改正 
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【目標４～６に関連する政策指標】 

政策指標 現況 目標 

目標４ マンションの状況に応じた適切な再生手法を選択できる環境の整備 

④マンションの建替え等の件数（累計） 
約 130 件 

平成 28(2016)年末 

約 240 件 

令和７(2025)年度末 

目標５ 旧耐震基準のマンションの耐震化の促進 

⑤旧耐震基準のマンションの耐震診断の実施率 
17％※1 

平成 23(2011)年度末 

おおむね 100％※2 

令和７(2025)年度末 

⑥耐震性を有しないマンションストックの比率 
12％※3 

平成 26(2014)年度末 

おおむね解消※2 

令和７(2025)年度末 

目標６ まちづくりと連携した老朽マンション等の再生 

⑦マンション再生まちづくり制度適用地区内において 

再生に係る決議等の手続を行ったマンション管理 

組合 

１管理組合 

令和元(2019)年度末 

10 管理組合 

令和７(2025)年度末 

 

※１ マンション実態調査による数値 

※２ 管理状況届出システムや管理状況の届出内容等により測定 

※３ 平成 25 年住宅土地統計調査（賃貸住宅を含む「共同住宅・非木造」）を基にした推計値 
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第５章 計画の推進に向けて 

１ 推進体制の整備 

  施策の推進に向けて、国や区市町村はもとより、公社や都市再生機構、まちづく

りセンターやマンション管理センター等の関係機関、専門家、民間の企業・団体な

ど、関係者相互の連携強化を図ることが重要である。 
  また、施策に従事する行政職員や施策推進のパートナーとなるマンション管理士、

建築士など専門的人材の育成・確保に努めることも重要である。 
  このため、以下の取組を進め、推進体制の整備を図っていく。 
 
（マンション施策推進会議による情報共有・連携） 

  ○ 本計画に示した施策を、関係者が一体となって推進していくため、行政及び

関係団体等により構成される「マンション施策推進会議」を定期的に開催し、

会議参加団体の実施事業等について情報共有と意見交換を行うとともに、管理

組合等に向けて施策の情報発信を行うなど、様々な分野の関係団体で十分に連

携を図っていく。 
 
（行政間の連携強化） 

  ○ 行政間での連絡会議などを定期的に開催し、国や業界の動向、都の施策や区

市町村による独自の取組状況等について情報共有を図るとともに、課題や今後

の取組について意見交換を行うなど、国、都、区市町村が十分に連携を図りな

がら、マンション施策に取り組んでいく。 

  ○ 特に有効な取組については、他の区市町村への波及を促すなど、都内全域で

の施策展開を推進していく。 
 
（専門的人材の育成・確保）  

  ○ マンション施策に従事する行政職員を対象とした研修の実施、連絡会議の場

などを通じた意見交換や情報共有等により、行政職員の資質・能力の向上やノ

ウハウの蓄積・継承を図っていく。 
  ○ 行政と専門家の団体が連携して、専門家向けの研修会等を通じたスキル向上

や、マンションの適正な管理と円滑な再生に向けた施策などへの取組を通じた

実務経験の蓄積により、専門的人材の育成を図っていく。また、専門家に向け

てマンション施策の取組状況などを情報発信することにより、支援を必要とす

る管理組合等に十分に対応できる専門的人材の確保に向け取り組んでいく。 
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２ 国等への働きかけ 

 
  マンションに関して、国においては、法令や標準管理規約等の整備、マニュアル・

ガイドブックの作成、補助、融資、税制等による支援等、様々な取組が行われてい

るが、本計画の推進に当たっては、なお不十分な面があり、更なる法整備や支援策

の拡充等を求めていくことが必要である。 
  当面、以下の事項について、区市町村や道府県・大都市とも連携を図りながら、

国や関係機関に働きかけていく。 
 

事項 提案要求の概要 

マンションの管理水準

の向上 

・優良な管理が行われているマンションや地域への

貢献を積極的に行うマンションに対する税制、金

融等の優遇措置 

既存マンション取引時

における管理情報の開

示促進等 

・既存マンションの購入予定者が管理組合の財務・

管理に関する情報の開示を受けられるようマンシ

ョン標準管理規約など関係規定の整備 
・優良な管理が行われているマンションが市場で評

価されるよう、価格査定における維持管理に関す

る査定条件の充実 

改修によるマンション

再生の促進 

・改修に伴う共用部分の専有部分化など、現行で全

区分所有者の同意が必要と解される事項に対する

特別多数決議で実施できる制度の導入 
・改修によるマンション再生に対する補助制度の継

続や拡充と、バリアフリー改修や省エネ改修に伴

う固定資産税の減額措置の継続 

耐震性不足マンション

等の早期解消 

・住宅・建築物安全ストック形成事業における国の

補助割合の拡大 
・耐震性が特に低いマンション等について、建替え

や敷地売却に必要な決議要件及び建替えにおける

借家人の同意要件の緩和等の措置 

既存不適格等により建

替えが困難なマンショ

ンの再生の円滑化 

・非現地での建替えを特別多数決議で可能とする仕

組みの創設 
・非現地での建替えや隣接地等との共同建替えを権

利変換手続で行うことができる新たな事業手法の

創設及び税制の優遇措置 
・マンション敷地売却制度の適用要件の緩和（耐震

性不足のマンション以外にも適用、既存マンショ

ンの除却を要件としない等） 
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・敷地に借地権等が設定されるマンションの土地所

有権について権利変換ができる仕組みの整備 
・複数の開発整備事業を段階的に実施する区域にお

いて、老朽マンションを売却し、先行して整備さ

れた住宅の取得に対する税制の優遇措置など 

団地型マンションの再

生の円滑化 

・段階的・部分的な建替え・改修等を円滑化する仕

組みの整備・充実 
・団地一括建替え決議に係る棟別要件の緩和 
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３ 今後の検討課題と対応 

 
将来像の実現に向けて、近年顕在化している、あるいは、今後予想される以下の

ような状況についても、必要に応じて実態や課題の把握に努め、適切な対策を講じ

ていく。 
 
（適正な管理の促進に向けた更なる展開） 

○ 平成 31(2019)年に制定されたマンション管理条例における管理状況届出制

度では、管理組合に関する明確な規定がなかった昭和 58(1983)年の区分所有法

改正以前に新築されたマンションを届出の対象としている。 

○ 一方、東京では、10 年後には築 40 年以上のマンションが約２倍になり、高

経年マンションが急激に増加すると見込まれている。 

○ また、都内に多く立地する超高層マンションは、そのほとんどが昭和

59(1984)年以降の建築であり、管理状況届出制度の対象外となっている。しか

し、建物が大規模になるほど、マンション管理に関する決議などを行う総会へ

の実際の出席割合が低下する傾向にあると言われている。 

○ 今後、急増する高経年マンションや、超高層マンションなどの大規模なマン

ションの中には、高齢化等による管理組合の担い手不足や、多くの区分所有者

間における合意形成の困難性などにより、管理組合のみによる適正な管理に支

障が生じることも懸念される。 

○ こうしたことから、都内のマンションの適正な管理の促進に向け、管理状況

届出制度に関し、昭和 59(1984)年以降に新築されたマンションも届出対象に順

次拡大することについては、令和２(2020)年に開始される管理状況届出制度の

運用状況も踏まえ、検討していく必要がある。その際には、あらかじめ、都と

区市町村の役割分担について十分な協議・調整を図っていく。 

○ このような検討と合わせて、マンションの管理を巡る状況に応じ、適正な管

理の促進に向けた課題や具体的な方策についても検討していく。 
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（適正な権利関係の解消に向けた着実な準備） 

○ 区分所有法には現在、解消の手続きが規定されておらず、今後老朽マンショ

ンの急増が見込まれる中、建物の解体と権利関係の解消という、マンションの

円滑な建替え又は敷地売却に向けた準備が重要であると指摘されている。 

○ 一般的にマンションでは、建替え又は敷地売却を行わなければならない時期

が決まっていないため、各区分所有者間で、その時期とそれに向けた費用負担

の考え方を含むプロセスを共有し、その上で、適正な管理による建物の長寿命

化と、建替え又は敷地売却に向けた準備を適切に進めていくことが重要である。 

○ また、定期借地マンションの場合には、借地の期間が終われば更地で土地を

返却することが前提となっており、区分所有者などが建物の解体までの費用を

負担することから、特に計画的に対応していくことが必要となる。 

○ 一方、建替えに要する費用については、これまでのマンション建替え事例の

多くが、従前より床面積の大きいマンションを建設して保留床の売却費を建替

え費用に充て、各区分所有者の負担を軽減するものであったのに対し、最近の

事例では、保留床の確保が難しいものが多く、各区分所有者の負担額を軽減し

にくくなっていると言われている。 

○ このように、マンションが円滑に建替え又は敷地売却を行うためには、各区

分所有者が費用負担するという前提に基づく着実な準備が重要になることか

ら、今後、老朽マンションの適正な権利関係の解消に向けた課題や具体的な方

策について検討していく。 

 

（適正な管理及び再生に向けた国の動向）※国の検討状況を踏まえ、記載内容を検討 

○ 国の「住宅団地の再生のあり方検討会（第 2 期）最終とりまとめ」によれば、

今後、老朽化や管理組合の担い手不足が顕著なマンションが増加し、再生に向

けた合意形成に困難が伴う大規模マンションの供給が進む中、区分所有者によ

る管理やこれまでの再生手法だけでは限界があるとされている。 

○ これらの状況を踏まえ、国では、行政関与の強化・充実によりマンション管

理の一層の適正化を図るとともに、維持管理が困難なマンションについては、

敷地売却事業の対象拡充や、団地型マンションにおいて棟ごとに再生手法を選

択できるようにするなどにより、再生を促進するための措置について検討を進

めている。 

○ こうした国の動向も踏まえ、マンション管理の一層の適正化や円滑な再生に

向けた課題や具体的な方策について検討していく。 
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４ 計画の検証と見直し 

 
今後、本計画に基づき、目指すべきマンション居住の将来像を実現するため、マ

ンション管理条例の目的の実現と円滑な再生の促進に向けて、施策を総合的かつ計

画的に推進していくことになるが、マンションに関する課題は多岐にわたっており、

本計画に掲載した施策のみをもって将来像の実現が図られるものではない。 
また、社会経済状況の変化等に伴い、新たな課題が顕在化する可能性も十分に考

えられる。 
このため、本計画については、定期的に進捗状況を把握し、施策効果の検証等を

行うとともに、状況の変化にも的確に対応し得るよう、必要に応じて見直しを図る

ものとする。 
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１ 関連データ
（１） マンションストックの状況
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図３ 地域別棟数の分布
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図２ 建築時期別の戸数

（資料） 住宅・土地統計調査/総務省、住宅着工統計/東京都都市整備局
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1,000
1,500
2,000
2,500
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（市町部）

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表）/東京都都市整備局 から一部修正

(棟)

(棟)

n=6,728

八王

子
立川

武蔵

野
三鷹 青梅 府中 昭島 調布 町田

小金

井
小平 日野

東村

山

国分

寺

全体 923 354 338 358 216 545 118 412 434 200 208 240 248 204

区分所有法改正後

（1984年以降）
665 207 193 264 166 390 73 276 269 142 155 141 166 137

区分所有法改正前

(1983年以前）
258 147 145 94 50 155 45 136 165 58 53 99 82 67

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

国立 福生 狛江 東大和 清瀬
東久留

米

武蔵村

山
多摩 稲城 羽村

あきる

野
西東京 瑞穂

全体 147 101 130 89 91 169 17 671 155 69 8 278 4

区分所有法改正後

（1984年以降）
117 77 68 49 43 72 14 358 124 46 7 209 4

区分所有法改正前

(1983年以前）
30 24 62 40 48 97 3 313 31 23 1 69 0

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
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25%

20%
19%

14%

22%

（規 模 別 団 地 数 割 合）

100戸

未満

100～

199戸

200～

299戸

300～

399戸

400戸

以上

30%

70%

（地 域 別 団 地 数 割 合）

区部 多摩地域

（調査対象） 旧公団・公社が分譲した旧耐震基準の団地型マンション（約120団地、約35,000戸）

（資料）平成25年度東京都都市整備局調査による

24%

76%

（地 域 別 戸 数 割 合）

図５ 団地型マンションの状況

72%

12%

16%

住居系

商業系

工業系

41%

49%

10%

住居系

商業系

工業系

（指定区域面積の割合） （旧耐震マンション棟数の割合）

一低層 二低層 一中高 二中高 一住 二住 準住 近商 商業 準工 工業 工専

指定区
域面積
(k㎡)

410.5 7.7 191.3 36.3 115.7 20.8 14.9 58.5 73.4 145.1 25.9 13.3

旧耐震マ
ンション

(棟)
643 31 1,487 398 1,313 407 188 1,821 3,537 1,075 74 0

マンショ
ン密度

(棟/k㎡)
1.6 4.0 7.8 11.0 11.3 19.6 12.6 31.2 48.2 7.4 2.9 0

（資料）平成25年度東京都都市整備局調査による

図４ 旧耐震基準マンションの分布（用途地域別）
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（２） マンション市場の状況
図６ 住宅着工戸数及び総着工戸数に占めるマンション戸数比率の推移

（資料）全国マンション市場動向/(株)不動産経済研究所
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(平成25年)

都心３区 都心10区(都心3区を除く。) 周辺13区 多摩地域

図７ マンション供給戸数の地域別割合の推移

都心３区：千代田区、中央区、港区
都心10区：千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、渋谷区、豊島区

（年）
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平成23年

（2011）

平成28年
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平成30年

（2018）

マンション以外の住宅着工戸数

マンションの着工戸数

住宅着工戸数に占めるマンション戸数の割合

（万戸）

平成28年

（2016）

平成30年

（2018）

（資料）住宅着工統計/東京都都市整備局
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（資料）（公財）東日本不動産流通機構

（万円）

（年）

図８ 既存住宅の平均成約価格の推移

4,136 

4,597 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
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(平成5年)
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(平成10年)

2003

(平成15年)
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(平成20年)

2013

(平成25年)

2018

(平成30年)

マンション 戸建住宅

0.2%

0.4%

0.9%

0.6%

0.5%

1.0%

1.5%

0.3%

4.6%

7.2%

40.6%

2.7%

11.7%

6.7%

21.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

管理費・修繕積立金の額

設備・機能の充実

建物性能

維持管理に対する配慮

管理会社

販売会社

施工会社

他の居住者の属性

住生活の利便性

街並み・住環境

立地

建物のデザイン等

住居の間取り・方角

住居の広さ

販売価格

(資料)マンション施策に関する検討調査(H22)/東京都都市整備局

(注) インターネットアンケートにより都内在住かつ都内の分譲マンションの
区分所有者1,000人を対象とした。

図９ マンション購入時に重視した事項
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0.7%

23.0%

14.8%

24.3%

59.9%

44.5%

31.7%

45.5%

70.3%

39.9%

63.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

マンションに関する法律

コミュニティの形成状況

居住者の属性

耐震性能

防災対策

修繕履歴情報

修繕積立金算出根拠

長期修繕計画

管理委託契約

管理規約

(注) インターネットアンケートにより都内在住かつ都内の分譲マンションの
区分所有者1,000人を対象とした。

(資料)マンション施策に関する検討調査(H22)/東京都都市整備局

図10 マンション購入の際に必要と考える管理に関する情報
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（３） マンションの管理の状況

図11 管理組合の有無

82.6%

97.9%

99.1%

99.8%

99.2%

99.8%

99.6%

17.4%

2.1%

0.9%

0.2%

0.8%

0.2%

0.4%

0% 25% 50% 75% 100%

1～20戸

21～40戸

41～60戸

61～80戸

81～100戸

101～200戸

201戸～

有り 無し
n=7,154

（戸数別）

（全体）

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表）/東京都都市整備局

93.5%

6.5%

有り 無し

n=7,933
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94.1%

5.9%

有り 無し

n=8,003

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表）/東京都都市整備局

84.0%

98.5%

99.3%

100.0%

99.4%

99.8%

100.0%

16.0%

1.5%

0.7%

0.0%

0.6%

0.2%

0.0%

0% 25% 50% 75% 100%

1～20戸

21～40戸

41～60戸

61～80戸

81～100戸

101～200戸

201戸～

有り 無し

（戸数別の管理規約の有無）

（管理規約の有無）

n=7,154

図12 管理規約の有無、改正状況

62.2%

30.2%

7.6%

改正有り 改正無し 検討中

n=7,308

（改正状況）

83



11.2%

86.7%

0.9% 0.5% 0.7%

年に数回 年に１回 数年に１回 開催なし その他

n=7,367

12.6%

12.4%

10.0%

10.1%

11.2%

10.1%

5.0%

80.7%

86.4%

89.4%

89.3%

88.3%

89.7%

94.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1～20戸

21～40戸

41～60戸

61～80戸

81～100戸

101～200戸

201戸～

年に数回 年に1回 数年に1回 開催なし その他 n=7,090

（戸数別）

（全体）

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局

図13 総会の開催状況
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8.0%

20.3%

38.8%

49.5%

63.2%

78.6%

95.4%

16.3%

31.2%

31.3%

28.7%

25.1%

12.2%

35.5%

32.3%

23.4%

17.9%

10.3%

7.8%

25.1%

12.1%

5.0%

9.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1～20戸

21～40戸

41～60戸

61～80戸

81～100戸

101～200戸

201戸～

月に1回 2か月に1回 数か月に1回 年に1回 ほとんど開催していない 組織なし

n=6,727

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局

（戸数別）

33.9%

25.2%

25.6%

10.4%

3.2% 1.7%

月に１回 ２か月に１回 数か月に１回 年に１回 ほとんど開催していない 組織なし

n=7,367

図14 役員会・理事会の開催状況

（全体）
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図15 管理費の有無、戸当たりの負担額

（管理費の有無）

96.8%

3.2%

有り 無し

n=7,688

（万円）

2.08

1.55
1.39 1.35

1.26
1.19

1.31
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1

1.5

2

2.5

1～20戸 21～40戸 41～60戸 61～80戸 81～100戸 101～200戸 201戸～

戸当たり平均負担額

（戸数別の戸当たり負担月額）

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局
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図16 修繕積立金の有無、戸当たりの負担額

（修繕積立金の有無）

94.5%

5.5%

有り 無し

n=7,639

（戸数別の戸当たり負担月額）

1.33

1.08 1.06 1.05 1.08
1.03

0.93
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1～20戸 21～40戸 41～60戸 61～80戸 81～100戸 101～200戸 201戸～

戸当たり平均負担額

（万円）

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局
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（資料）平成30年度マンション総合調査結果(H31.4公表)/国土交通省

（管理費等３か月以上
滞納の住戸の有無）

50.5%

67.8%

66.8%

75.6%

78.5%

13.6%

11.6%

7.2%

4.9%

7.4%

21.4%

12.1%

18.8%

14.2%

9.4%

11.7%

5.5%

4.5%

3.9%

1.9%

2.5%

1.0%
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74年以前
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85～94年

95～04年

05年以降

滞納住戸無し 滞納住戸～1％ 滞納住戸～3％

滞納住戸～5％ 滞納住戸～10％ 滞納住戸10％超

n=1,430

※建築年「不明」を除く。

（管理費等３か月以上滞納の住戸割合（建築年別））

（管理費等６か月以上
滞納の住戸の有無）

（管理費等１年以上
滞納の住戸の有無）

28.4%

71.6%

有り 無し

n=1,477

※「不明」を除く。

18.3%

81.7%

有り 無し

n=1,404

※「不明」を除く。

19.6%

80.4%

有り 無し

n=1,415

※「不明」を除く。

図17 管理費等滞納の住戸の有無（全国）
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77.3%

8.6%

14.1%

作成済 作成予定 未作成（作成予定なし）

n=7,624

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局
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（長期修繕計画の有無）

（建築年別の長期修繕計画の有無）

（戸数別の長期修繕計画の有無）

図18 長期修繕計画の有無、計画年数
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16.2%

47.0%
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n=4,336

（計画年数）
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（全体）

図19 大規模修繕工事の実施状況
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実施済 未実施

n=7,984

（建築年別）
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92～01年
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n=7,968

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局
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図20 マンション居住の状況（全国）
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（資料）平成30年度マンション総合調査結果(H31.4公表)/国土交通省

（賃貸戸数割合）

（空室戸数割合）
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居住者に高齢者が増え、

バリアフリー対応が必要

役員の負担が増大している

防災マニュアルが未整備など

防災面に不安
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1～20戸 (n=1,375)

21～200戸 (n=5,109)
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（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局

（建築年別）

（戸数別）

図21 日常管理の問題
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72.5%

17.7%

3.2%
6.7%

全部委託 一部委託 管理人雇用 自主管理

n=7,920

57.2%

70.5%

71.9%

79.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理員業務

（外来者の受付、建物の簡易点検等）

事務管理業務

（管理費等の出納、理事会等の運営支援等）

設備管理業務

（エレベーター、給排水衛生設備等の点検等）

清掃業務

（共用部分の清掃、ごみ処理等）

n=1,393

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局

（一部委託の内容）

（全体）

図22 管理委託の状況
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87.6%

0.3%

6.0%

1.2% 0.4%

4.6%

理事長 理事長以外の区分所有者 マンション管理業者

分譲業者 マンション管理士 管理者を選任していない

その他 不明

n=1,406

91.3%

91.2%

87.3%

85.3%

88.6%

0.6%

0.4%

0.3%

4.3%

2.8%

4.9%

7.8%

5.6%

4.3%

1.1%

2.5%

0.9%

0.3%

75% 80% 85% 90% 95% 100%

74年以前

75～84年

85～94年

95～04年

05年以降

※建築年「不明」を除く。

n=1,364

（資料）平成30年度マンション総合調査結果(H31.4公表)/国土交通省

（建築年別）

図23 管理者の選任状況（全国）

（全体）
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図24 外部専門家の活用状況（全国）
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n=1,688
（重複回答）

（263件） （256件）

（219件）

（68件）

（45件）
（22件）

（234件）

（53件）

（928件）

（54件）

（資料）平成30年度マンション総合調査結果(H31.4公表)/国土交通省

86.7%

63.3%

64.8%

3.4%

11.0%

11.6%

9.9%

25.6%

23.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設計図書の保管

n=7,826

検査済証の保管

n=7,927

建築確認申請書の保管

n=7,977

保管している 保管していない わからない

（各図書の保管状況）

（建築年別）

74.4%

84.4%

87.1%

89.1%

89.7%

15.8%

6.0%

2.5%

1.2%

0.5%

9.9%

9.6%

10.4%

9.7%

9.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

71年以前

72～81年

82～91年

92～01年

02年以降

保管している 保管していない わからない

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局

図25 設計図書等の保管状況
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8.3%

88.9%

2.8%

紙及び電子保管 紙保管 電子保管

n=6,560

6.7%

39.0%

63.7%

74.1%

81.9%

93.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

わからない

構造計算書

仕様書

構造図

設備図（電気・衛生設備図等）

図面（平面図、立面図等）

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局

n=6,395

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局

図26 保管している設計図書の種類

図27 設計図書の保管方法
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32.4%

29.0%

22.7%

18.3%

14.3%

3.6%

3.6%

1.2%

0.4%

0.2%

31.5%

35.7%

57.8%

62.5%

62.5%

8.1%

10.4%

2.1%

2.4%

2.6%

18.0%

16.3%

8.6%

10.0%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

74年以前

75～84年

85～94年

95～04年

05年以降

n=1,615

（資料）平成30年度マンション総合調査結果(H31.4公表)/国土交通省

※建築年「不明」を除く。

27.3%

20.5%

19.0%

18.4%

22.7%

19.3%

1.0%

1.3%

0.9%

5.3%

52.5%

58.8%

57.5%

64.6%

49.8%

43.3%

2.4%

3.7%

4.4%

3.6%

12.3%

11.1%

7.7%

9.0%

7.0%

16.0%

14.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20戸以下

21～50戸

51～75戸

76～100戸

101～200戸

201戸以上

理事長 理事長以外の役員 管理委託業者
管理組合が雇用している職員 その他 持っていない
不明

※戸数「不明」を除く。

n=1,653

（戸数別）

20.4%
1.2%

55.3%

3.9%

9.9%

3.5%

5.7%

理事長 理事長以外の役員 管理委託業者

管理組合が雇用している職員 その他 持っていない

不明

n=1,688

図28 修繕履歴の保管者（全国）

（全体）

（建築年別）
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（資料）マンション実態調査結果（H25.3公表）／東京都都市整備局

8.7%

9.3%

11.4%

11.5%

15.2%

21.1%

31.0%

32.5%

50.1%

0% 20% 40% 60%

相談等できる専門家不足

合意形成が難しい

取りまとめる人がいない

実施方法が分からない

賃貸化のため関心等が低い

高齢化のため関心等が低い

診断に関する関心等が低い

診断費用がない

改修工事の費用がない

（４） マンションの耐震化の状況

図29 耐震診断の実施状況

17.1%

82.9%

耐震診断の

実施状況

実施済み 未実施

n=2,322 8.5%

14.1%

18.8%

20.4%

21.0%

26.8%

32.4%

91.5%

85.9%

81.2%

79.6%

79.0%

73.2%

67.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1～20戸

21～40戸

41～60戸

61～80戸

81～100戸

101～200戸

201戸～

実施済み 未実施 n=2,309

（戸数別）

11.7%

29.5%
58.9%

未実施の

マンションにおける

検討状況

今後実施予定 理事会で検討中

検討していない

n=1,830

n=981

（耐震診断を検討していない理由）
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（資料）マンション実態調査結果（H25.3公表）／東京都都市整備局

5.9%

94.1%

耐震改修の

実施状況

実施済み 未実施

4.1%

8.9%

9.9%

11.5%

11.5%

14.2%

28.1%

31.0%

52.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

Is値が高く改修の必要がない

相談等できる専門家不足

合意形成が難しい

実施方法が分からない

取りまとめる人がいない

賃貸化のため関心等が低い

高齢化のため関心等が低い

改修に関する関心等が低い

改修費用がない

図30 耐震改修の実施状況

n=2,271
1.4%

4.0%

7.2%

9.5%

5.0%

11.4%

13.4%

98.6%

96.0%

92.8%

90.5%

95.0%

88.6%

86.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1～20戸

21～40戸

41～60戸

61～80戸

81～100戸

101～200戸

201戸～

実施済み 未実施 n=2,256

（戸数別）

6.7%

29.7%

63.6%

未実施の

マンションにおける

検討状況

今後実施予定 理事会で検討中

検討していない

n=1,995 n=1,114

（耐震改修を検討していない理由）
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③ワンルームマンション等、投資用物件に建て替わった物件は除外
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（資料）Kantei eye vol.80/(株)東京カンテイ

（資料）Kantei eye vol.80/(株)東京カンテイ

（５） マンションの建替えの状況

図31 都道府県別建替え実績

図32 都内区市別建替え実績
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(注) 都内の建替え事例のうち、建替え前の数値が把握できる物件のみグラフ化
容積使用率：指定容積率に対して、マンションが使用している容積率の割合
延床倍率：従前延床面積に対する従後延床面積の割合
還元率：従前の専有面積に対して、従後負担なく取得できる専有面積の割合

（資料）H25年度東京都都市整備局調査による
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図33 建替え事例の分析
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0.1%

5.0%
3.4%

6.8%

57.4%

27.3%

建替え決議成立済 過去に検討した 現在検討中

今後検討予定 当面は改修工事 検討の必要性なし

n=2,224

10.1%

10.7%

13.4%

20.1%

26.2%

27.9%

34.6%

34.9%

40.9%

53.4%

58.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

住環境の変化への不安

検討等を依頼できる専門家がいない

検討に関する公平性に理解が得られない

賃貸化の進行により検討が進まない

建替えか改修か技術的な判断ができない

法定決議に必要な合意形成が難しい

仮住居の確保が困難

区分所有者が必要性を理解していない

法的な制限により、建物規模が小さくなる

建替えの費用がない

高齢者等の対応が難しい

n=315

（資料）マンション実態調査結果（H25.3公表）／東京都都市整備局

（建替え検討時の課題）

図34 建替えの検討状況（旧耐震基準のマンション）
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２ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例 

平成三一年三月二九日 

東京都条例第三〇号 

目次 

第一章 総則（第一条―第八条） 

第二章 適正な管理を推進するために管理組合が留意する事項（第九条―第十四条） 

第三章 マンションの適正な管理を促進するための施策（第十五条―第十九条） 

第四章 雑則（第二十条・第二十一条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、マンションが東京都内における主要な居住形態として広く普及し、都民に

不可欠な生活の基盤並びに都市及び地域社会を構成する重要な要素となっていることに鑑み、

マンション管理士、マンション管理業者、マンション分譲事業者その他マンションに関わる者

の協力の下、マンションの管理の主体である管理組合に対し、行政が積極的に関わり、マンシ

ョンの管理不全を予防し、適正な管理を促進するとともに、その社会的機能（マンションの居

住者と周辺の住民との防災、防犯等における連携による地域社会の形成、マンションの環境性

能の向上等の社会的な貢献を果たすことをいう。以下同じ。）を向上させることにより、良質な

マンションストック及び良好な居住環境の形成並びにマンションの周辺における防災・防犯の

確保及び衛生・環境への悪影響の防止を図り、もって都民生活の安定向上及び市街地環境の向

上に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一 マンション マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成十二年法律第百四十九

号。以下「マンション管理適正化法」という。）第二条第一号に規定するマンションであって、

東京都（以下「都」という。）の区域内に所在するものをいう。 

二 区分所有者等 マンション管理適正化法第二条第二号に規定するマンションの区分所有者

等をいう。 

三 管理組合 マンション管理適正化法第二条第三号に規定する管理組合をいう。 

四 管理者等 マンション管理適正化法第二条第四号に規定する管理者等をいう。 

五 マンション管理士 マンション管理適正化法第二条第五号に規定するマンション管理士を

いう。 

六 マンション管理業者 マンション管理適正化法第二条第八号に規定するマンション管理業

者をいう。 

七 マンション分譲事業者 宅地建物取引業法（昭和二十七年法律第百七十六号）第二条第三

号に規定する宅地建物取引業者（同法第七十七条第二項及び宅地建物取引業法施行令（昭和
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三十九年政令第三百八十三号）第九条第二項の規定により宅地建物取引業者とみなされる者

を含む。）であって、自ら売主として又は売主を代理してマンションを分譲する者をいう。 

 

（都の責務及び区市町村との連携等） 

第三条 都は、管理組合、マンション管理士、マンション管理業者、マンション分譲事業者その

他マンションに関わる者によるこの条例の規定に基づく取組に対する支援その他のマンション

の適正な管理の促進を図るために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 都は、この条例の施行及びマンションの適正な管理の促進を図るための施策の実施に当たっ

て、特別区及び市町村（以下「区市町村」という。）と緊密に連携し、情報の共有を図るととも

に、区市町村が行う施策に対し必要な支援を行うものとする。 

３ 都は、マンションの適正な管理の促進を図るため、第十五条第一項及び第三項から第五項ま

で並びに第十六条第一項及び第二項の規定による届出の内容その他のマンションに関する情報

を記録するためのデータベースの整備その他マンションに関する正確な情報を把握するために

必要な措置を講ずるものとする。 

４ 知事は、第一項の措置又は第二項の支援の実施に必要があると認めるときは、前項のデータ

ベースに記録したマンションの管理状況（管理組合の運営その他マンションの管理の状況をい

う。以下同じ。）その他のマンションに関する情報を区市町村に提供するとともに、マンション

の存する場所の属する区市町村に対し、当該マンションの管理状況その他の情報の提供につい

て協力を求めることができる。 

 

（マンションの総合的な計画及び管理の適正化に関する指針の作成） 

第四条 知事は、第一条に規定する目的の実現に向けた基本的施策を具体化し、推進するための

総合的な計画を定めるものとする。 

２ 知事は、管理組合によるマンションの管理の適正化に関する指針（以下「指針」という。）を

定めるものとする。 

３ 知事は、指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公示するものとする。 

 

（管理組合及び区分所有者等の責務） 

第五条 管理組合は、マンションの管理の主体として、法令及びこの条例（以下「法令等」とい

う。）の定めるところにより、マンションを適正に管理するとともに、マンションの社会的機能

の向上に向けて取り組むよう努めなければならない。 

２ 区分所有者等は、法令等の定めるところにより、区分所有者等としての権限及び責任に基づ

き、管理組合の運営に参加するよう努めなければならない。 

 

（マンション管理士の責務） 

第六条 マンション管理士は、法令等の定めるところにより、管理組合の運営その他マンション

の管理に関し、専門的知識をもって、管理組合、管理者等、区分所有者等その他マンションの

管理に関わる者の相談に応じ、助言その他の援助を適切に行うよう努めなければならない。 

２ マンション管理士は、都又は区市町村が行うマンションの適正な管理を促進する施策の実施
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において、都又は当該区市町村と連携するよう努めなければならない。 

 

（マンション管理業者の責務） 

第七条 マンション管理業者は、法令等の定めるところにより、管理組合の運営その他マンショ

ンの管理について管理組合から委託を受けた業務（以下「受託業務」という。）を適切に行うと

ともに、受託業務を行うに際して、当該管理組合に対し、専門的見地から提案又は助言を行う

よう努めなければならない。 

２ 受託業務を行うマンション管理業者は、管理組合が都又は区市町村の行うマンションの適正

な管理を促進する施策に対応し、又は協力する必要があるときは、当該管理組合に対し、必要

な支援を行うよう努めなければならない。 

 

（マンション分譲事業者の責務） 

第八条 マンション分譲事業者は、法令等の定めるところにより、管理組合の設立及び円滑な運

営に配慮したマンションの供給に努めなければならない。 

第二章 適正な管理を推進するために管理組合が留意する事項 

 

（管理組合の運営体制の整備） 

第九条 管理組合は、マンションの管理の主体として、その団体又は法人の運営体制を整備する

ものとする。 

２ 管理組合（建物の区分所有等に関する法律（昭和三十七年法律第六十九号。以下「区分所有

法」という。）第四十七条第一項（区分所有法第六十六条において準用する場合を含む。）に規

定する法人を除く。）は、その運営のために、管理者（区分所有法第二十五条第一項（区分所有

法第六十六条において準用する場合を含む。）の規定により選任された管理者をいう。）を置く

ものとする。 

 

（管理規約の設定） 

第十条 管理組合は、マンションの管理の実態に応じ、管理規約（区分所有法第三十条第一項（区

分所有法第六十六条において準用する場合を含む。）に規定する規約をいう。）を定めるものと

する。 

 

（総会の開催等） 

第十一条 管理組合は、少なくとも毎年一回総会（区分所有法第三条及び第六十五条に規定する

集会をいう。）を開催するものとする。 

２ 管理組合は、総会が開催されたときは、速やかに議長（区分所有法第四十一条（区分所有法

第六十六条において準用する場合を含む。）に規定する議長をいう。）に議事録を作成させるも

のとする。 

 

（管理費及び修繕積立金の額の設定等） 

第十二条 管理組合は、マンションの管理及び維持保全の実態に応じ、管理費（当該マンション
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の敷地及び共用部分（区分所有法第二条第四項に規定する共用部分をいう。）の管理に要する経

費の充当金をいう。）及び修繕積立金（当該共用部分について管理組合が行う修繕に要する経費

の充当金をいう。）として区分所有者等が拠出すべき額及びその徴収方法を定めるものとする。 

 

（修繕の計画的な実施） 

第十三条 管理組合は、マンションの維持保全の状況に応じ、一定の年数が経過するごとに修繕

を計画的に実施するものとする。 

 

（適正な管理の推進等） 

第十四条 この章に定めるもののほか、管理組合は、指針の定めるところにより、マンションの

適正な管理の推進及び社会的機能の向上に資する取組を実施するよう努めなければならない。 

第三章 マンションの適正な管理を促進するための施策 

 

（管理状況の届出） 

第十五条 要届出マンション（マンション管理適正化法第五十六条第一項に規定する人の居住の

用に供する独立部分を六以上有し、かつ、昭和五十八年十二月三十一日以前に新築されたマン

ションをいう。以下同じ。）の管理組合は、その管理状況に関し、マンションの適正な管理の促

進に必要なものとして東京都規則（以下「規則」という。）で定める事項（以下「管理状況に関

する事項」という。）を、知事に届け出なければならない。 

２ 知事は、マンション（要届出マンションを除く。）の管理状況について、第九条から第十三条

までの規定に照らし、適正な管理を促進するために必要があると認めるときは、当該マンショ

ンの管理組合に対し、管理状況に関する事項を届け出るよう求めることができる。 

３ 前項の規定により知事から管理状況に関する事項を届け出るよう求められたマンションの管

理組合は、当該管理状況に関する事項を知事に届け出なければならない。 

４ 前項の規定による届出を要するマンション以外のマンション（要届出マンションを除く。）の

管理組合は、管理状況に関する事項を知事に届け出ることができる。 

５ 第一項、第三項又は前項の規定による届出を行ったマンションの管理組合は、当該届出の内

容に変更（建物の滅失その他の事由を含む。）が生じたときは、その旨を知事に届け出なければ

ならない。 

６ 第一項及び第三項から前項までの規定による届出は、管理者等（やむを得ない事情があると

認めるときは、知事が適当と認める区分所有者等）が、規則で定めるところにより、届出書を

知事に提出することにより行うものとする。 

 

（届出の更新） 

第十六条 要届出マンションの管理組合は、定期に、前条第一項の規定による届出の内容の更新

を知事に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による内容の更新の届出を行った要届出マンションの管理組合は、当該更新した

届出の内容に変更（建物の滅失その他の事由を含む。）が生じたときは、その旨を知事に届け出

なければならない。 
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３ 前条第六項の規定は、前二項の届出について準用する。 

 

（調査等） 

第十七条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、第十五条第一項若しくは第三項から

第五項まで又は前条第一項若しくは第二項の規定による届出を行ったマンションの管理組合又

は区分所有者等に対し、その管理状況について必要な報告を求め、又は当該管理組合若しくは

当該区分所有者等の協力を得て、その職員又はその委任した者（以下「職員等」という。）に、

当該マンションに立ち入り、書類その他の物件を調査させることができる。 

２ 知事は、第十五条第一項、第三項若しくは第五項又は前条第一項若しくは第二項の規定によ

り管理状況に関する事項について届出を要するマンションの管理組合から正当な理由なく届出

がない場合においては、当該管理組合又は区分所有者等に対し、前項の例により、報告を求め、

又は職員等に調査させることができる。 

３ 前二項の規定によりマンションに立ち入り、調査しようとする者は、規則で定めるところに

より、あらかじめ調査の実施を通知し、第一項の協力を得るための必要な要請を行うとともに、

調査の実施に際しては、身分を示す証明書を関係者に提示しなければならない。 

４ 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

 

（管理に関する助言及び指導等） 

第十八条 知事は、第十五条第一項若しくは第三項から第五項まで又は第十六条第一項若しくは

第二項の規定による届出を行ったマンションの管理組合に対し、第三条第三項に規定するデー

タベースに記録された管理状況に関する事項その他のマンションに関する情報を用いて、当該

マンションの管理状況について必要な助言をすることができる。 

２ 知事は、第十五条第一項、第三項若しくは第五項又は第十六条第一項若しくは第二項の規定

による届出を要するマンションの管理組合から正当な理由なく届出がないときは、この条例の

施行に必要な限度において、当該管理組合に対し、必要な措置を講ずるよう指導し、又は勧告

することができる。 

３ 知事は、第十五条第一項若しくは第三項から第五項まで又は第十六条第一項若しくは第二項

の規定による届出の内容が事実と著しく異なると認められるとき又は第一項の助言によっては

管理状況の悪化を防ぐことが困難であると認められるときは、その管理組合に対し、必要な措

置を講ずるよう指導し、又は勧告することができる。 

４ 前三項の規定による助言又は指導若しくは勧告は、やむを得ない事情があると認めるときは、

知事が適当と認める区分所有者等に対し、行うことができるものとする。 

 

（管理組合等に対する支援） 

第十九条 知事は、管理組合又は区分所有者等に対し、そのマンションの適切な維持保全及び適

正な管理の推進のために必要な支援を行うことができる。 

第四章 雑則 
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（委任） 

第二十条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

 

（区市町村の条例との関係等） 

第二十一条 区市町村の条例中に、この条例に定めるマンションの管理状況に関する事項の届出、

調査等並びに助言及び指導等に関する規定に相当する規定がある場合は、当該区市町村の区域

においては、第十五条から第十八条までの規定は適用しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該区市町村は、その地域の実情を勘案し、都と協議の上、当該

区市町村の区域における第十五条から第十八条までの規定の適用を都に対して求めることがで

きる。 

３ 知事は、区市町村から前項の規定による求めがあったときは、当該区市町村の区域において

第十五条から第十八条までの規定を適用する旨を公示するものとする。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第十五条から第十八条までの規定は、平成三十

二年四月一日から施行する。 
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３ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例施行規則 
令和元年九月二十六日 
東京都規則第七十四号 

（趣旨） 
第一条 この規則は、東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（平成三十一年

東京都条例第三十号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 
 
（定義） 
第二条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 
 
（届出事項） 
第三条 条例第十五条第一項に規定するマンションの適正な管理の促進に必要なものとして東京

都規則で定める事項は、次に掲げるとおりとする。 
一 管理組合の有無 
二 管理者等の有無 
三 管理規約の有無及びその最終改正年 
四 年一回以上の総会開催の有無及び総会の議事録の有無 
五 管理費の有無 
六 修繕積立金の有無及び修繕積立金の一平方メートル当たりの月額 
七 修繕の計画的な実施の有無及びその直近の実施年 
八 前各号に掲げるもののほか、マンションの適正な管理の促進及び社会的機能の向上に資す

る取組に関するもの 
 
（届出書の提出） 
第四条 条例第十五条第六項の規定による届出書の提出は、次の各号に掲げる規定による届出の

区分に応じ、当該各号に定める様式により行うものとする。 
一 条例第十五条第一項及び第三項 別記第一号様式 
二 条例第十五条第四項 別記第一号様式 
三 条例第十五条第五項 別記第二号様式 

２ 前項第一号及び第三号に規定する届出書の提出は、次の各号に掲げる規定による届出の区分

に応じ、当該各号に定める日までに行うものとする。 
 一 条例第十五条第一項 同条の施行の日から六月を経過する日  
 二 条例第十五条第三項 知事が指定する日 
 三 条例第十五条第五項 届出の内容に変更が生じたときから三月を経過する日 
３ 条例第十五条第六項の規定による届出書の提出は、第一項の規定にかかわらず、前条各号に

掲げる届出事項を知事が指定する電子計算機に備えられた専用のファイル（条例第三条第三項

に規定するデータベースをいう。）に通信回線を利用して記録することをもって第一項各号に定

める様式による届出書の提出に代えることができる。 
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（届出の更新） 
第五条 条例第十六条第一項の規定による届出の内容の更新は、五年以内ごとに別記第一号様式

を知事に提出することにより行うものとする。 
２ 条例第十六条第二項の規定による更新した届出の内容の変更は、当該届出の内容に変更が生

じたときから三月を経過する日までに、別記第二号様式を知事に提出することにより行うもの

とする。 
３ 前条第三項の規定は、前二項について準用する。 
 
（調査の実施の通知等） 
第六条 条例第十七条第三項に規定する調査の実施の通知及び協力を得るための必要な要請は、

別記第三号様式により通知することにより行うものとする。 
２ 条例第十七条第三項の身分を示す証明書は、別記第四号様式によるものとする。 
 
附 則 
（施行期日） 
この規則は、令和二年四月一日から施行する。 
 



別　記

第１号様式（第４条及び第５条関係）

（表面）

□更新

　　年　　　月　　　日

東　京　都　知　事　殿

届出者

マンション管理組合
氏　名

マンションの概要
〒 ―

フリガナ

□ 団地管理組合である ⇒ ※団地管理組合である場合： 全 棟
（管理の形態）

□ 　棟別管理組合が中心となり、管理を行っている
□ 　団地管理組合が中心となり、管理を行っている
□ 　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□団地管理組合でない

全 戸 ※団地管理組合の場合は、各棟の戸数を記載してください。

階

（西暦） 年 月 日

□　所有権　　 　　　 □　借地権　　　　□　定期借地権　　　□　その他（　　　　　　　）

□　なし　　　　　　　□　店舗　　　　　　 □　事務所　　　　  　□　その他（　　　　　　　）

□　全部委託　　　□　一部委託　　　□　自主管理　　　   □　その他（　　　　　　　）

※「全部委託」又は「一部委託」の場合は記載してください。

フリガナ

〒　　　－ 電話　　　　　　（　　　　　　　　）

管理不全を予防するための必須事項
□　ある □　ない

□　いる □　いない

□　ある □　ない 年

年１回以上の開催 □　ある □　ない

議事録 □　ある □　ない

□　ある □　ない

□　ある □　ない 円/㎡（月当たり）

（日本産業規格Ａ列４番）

　東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例第15条第１項、第３項及び第４項並びに第
16条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

受　付　番　号

所在地
（住居表示）

土地の権利

併設用途

管理形態
管理業者名

（支店名まで記入）

管理組合の形態

戸　　数

階　　数

新築年月日

□新規

年

最終改正年　（西暦）

㎡当たり月額

直近実施年　（西暦）

マンション管理状況届出書

管理費

修繕積立金

修繕の計画的な実施
（大規模な修繕工事）

□　ある □　ない

住　所

管理組合

管理者等

管理規約

総会開催

マンション名

【記入上の注意点】 
１ 団地管理組合が届出を行う場合は、「記入の手引」を参照してください。 

  各棟の記載事項について、下線を付けた項目以外の内容が同一である場合は、各棟別に下線を付けた項目を御回 

  答いただき、それ以外の項目は基となる１枚にのみ記載していただくことで、届出を受理します。 

２ 太枠内は、必須で回答が必要な項目です。 



（裏面）

適正な維持管理に関する事項

□　ある □　ない 最新作成年 （西暦） 年

年間 【　（西暦）　　　　　　年度　～　　　　　　年度】

□　ある □　ない □　ある □　ない

【割合】 □0%　□～5%　□～10%　□～15%　□～20%　□20%超　□不明 【戸数】 戸

【割合】 □0%　□～5%　□～10%　□～20%　□20%超　□不明 【戸数】 戸

※1981年5月31日以前に建築確認を受けたマンションである場合のみ回答してください。

 □ 実施済 ⇒※実施済の場合：  □ 耐震性あり □耐震性なし

 □ 未実施

 □ 実施済  □ 未実施

□　ある □　ない □　ある □　ない

マンションの社会的機能の向上に資する取組に関する事項

自主防災組織 □　ある □　ない

防災マニュアル □　ある □　ない

防災用品の備蓄 □　ある □　ない

避難行動要支援者名簿 □　ある □　ない

防災訓練の定期的な実施 □　ある □　ない

エントランスのバリアフリー化（スロープの設置など） □　ある □　ない

共用廊下等への手すりの設置 □　ある □　ない

エレベーターの設置 □　ある □　ない

共用部分のLED化 □　ある □　ない

開口部の遮熱性能の向上（二重窓・外断熱等） □　ある □　ない

電気自動車等用充電設備の設置等 □　ある □　ない

□　ある □　ない

例：町会・自治会との共催事業・協力連携イベント（祭り・運動会・防災訓練・清掃活動等）

連絡先

　□管理組合理事長　□区分所有者等　□マンション管理業者

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

〒　　　－ 電話　　　　　　（　　　　　　　　）

フリガナ

※行政からのオンラインによるお知らせ等を希望する場合は、メールアドレスを記入してください。

【受付欄】

　　　　年　　　月　　　日

メール
アドレス

設計図書

長期修繕計画
計画期間

滞納対応に
関するルール

空き住戸

賃貸化住戸

修繕履歴

区分所有者等
名簿等

（日本産業規格Ａ列４番）

備考

受　付

担当者

耐震化の状況 耐震診断

耐震改修

防災への取組

バリアフリー化・
環境への取組

又は実施

地域コミュニティ
の形成等の取組

連絡窓口

属　性

住　所

氏　名

【留意事項】 
１ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（平成31年東京都条例第30号）第３条第２項では、 

 条例の施行及びマンションの適正な管理の促進を図るための施策の実施に当たって、特別区及び市町村（以下 

 「区市町村」という。）が行う施策に対し、都は必要な支援を行うものとしています。  

  区市町村と緊密に連携し、情報の共有を図るとともに必要な支援を行うため、本届出内容は、同条第３項に 

 定めるデータベースに記録するとともに、都と区市町村とで共有させていただきます。 

２ 御回答いただいた内容は、条例の施行のほか、マンションの建替えや耐震化の促進に関する施策の実施に当 

 たっての基礎資料及び連絡先として利用する場合がありますが、行政目的以外に利用することはありません。 

 



第２号様式（第４条及び第５条関係）

（表面）

マンション管理状況届出事項変更等届出書

□新規届出からの変更 □更新届出からの変更

　　年　　　月　　　日
東　京　都　知　事　殿

届出者

マンション管理組合
氏　名

変更理由
□変更 □建物の滅失その他の事由

□ 建物を除却したため □　区分所有建物ではなくなったため □　その他（　　　　　　　　）

マンションの概要
〒 ―

フリガナ

□団地管理組合である ⇒※団地管理組合である場合： 全 棟
（管理の形態）

□　棟別管理組合が中心となり、管理を行っている
□　団地管理組合が中心となり、管理を行っている
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□団地管理組合でない

全 戸 ※団地管理組合の場合は、各棟の戸数を記載してください。

階

（西暦） 年 月 日

□　所有権　　 　　　 □　借地権　　　　□　定期借地権　　　□　その他（　　　　　　　）

□　なし　　　　　　　□　店舗　　　　　　 □　事務所　　　　  　□　その他（　　　　　　　）

□　全部委託　　　□　一部委託　　　□　自主管理　　　   □　その他（　　　　　　　）
※「全部委託」又は「一部委託」の場合は記載してください。

フリガナ

〒　　　－ 電話　　　　　　（　　　　　　　　）

管理不全を予防するための必須事項

□　ある □　ない

□　いる □　いない

□　ある □　ない 年

年１回以上の開催 □　ある □　ない

議事録 □　ある □　ない

□　ある □　ない
□　ある □　ない 円/㎡（月当たり）

（日本産業規格Ａ列４番）

年

管理費
修繕積立金 ㎡当たり月額

修繕の計画的な実施
（大規模な修繕工事）

□　ある □　ない 直近実施年　（西暦）

管理組合

管理者等

管理規約 最終改正年　（西暦）

総会開催

新築年月日

土地の権利

併設用途

管理形態
管理業者名

（支店名まで記入）

住　所

階　　数

受　付　番　号

　東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例第15条第５項及び第16条第２項の規定に
より、下記のとおり届け出ます。

所在地
（住居表示）

マンション名

管理組合の形態

戸　　数

※変更があった箇所のみ記載してください。

【記入上の注意点】

１ 団地管理組合が届出を行う場合は、「記入の手引」を参照してください。

各棟の記載事項について、下線を付けた項目以外の内容が同一である場合は、各棟別に下線を付けた項目を御

回答いただき、それ以外の項目は基となる１枚にのみ記載していただくことで、届出を受理します。

２ 太枠内は、必須で回答が必要な項目です。



（裏面）

適正な維持管理に関する事項

□　ある □　ない 最新作成年 （西暦） 年

年間 【　（西暦）　　　　　　年度　～　　　　　　年度】

□　ある □　ない □　ある □　ない

【割合】 □0%　□～5%　□～10%　□～15%　□～20%　□20%超　□不明 【戸数】 戸

【割合】 □0%　□～5%　□～10%　□～20%　□20%超　□不明 【戸数】 戸

※1981年5月31日以前に建築確認を受けたマンションである場合のみ回答してください。

 □ 実施済 ⇒※実施済の場合：  □ 耐震性あり □耐震性なし

 □ 未実施

 □ 実施済  □ 未実施

□　ある □　ない □　ある □　ない

マンションの社会的機能の向上に資する取組に関する事項

自主防災組織 □　ある □　ない

防災マニュアル □　ある □　ない

防災用品の備蓄 □　ある □　ない

避難行動要支援者名簿 □　ある □　ない

防災訓練の定期的な実施 □　ある □　ない

エントランスのバリアフリー化（スロープの設置など） □　ある □　ない

共用廊下等への手すりの設置 □　ある □　ない

エレベーターの設置 □　ある □　ない

共用部分のLED化 □　ある □　ない

開口部の遮熱性能の向上（二重窓・外断熱等） □　ある □　ない

電気自動車等用充電設備の設置等 □　ある □　ない

□　ある □　ない

例：町会・自治会との共催事業・協力連携イベント（祭り・運動会・防災訓練・清掃活動等）

連絡先

　□管理組合理事長　□区分所有者等　□マンション管理業者

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

〒　　　－ 電話　　　　　　（　　　　　　　　）

フリガナ

※行政からのオンラインによるお知らせ等を希望する場合は、メールアドレスを記入してください。

【受付欄】

　　　　年　　　月　　　日

（日本産業規格Ａ列４番）

地域コミュニティ
の形成等の取組

連絡窓口

属　性

住　所

氏　名

メール
アドレス

長期修繕計画
計画期間

滞納対応に
関するルール

区分所有者等
名簿等

備考

受　付

担当者

修繕履歴

空き住戸

賃貸化住戸

耐震化の状況 耐震診断

耐震改修

設計図書

防災への取組

バリアフリー化・
環境への取組

又は実施

【留意事項】

１ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（平成31年東京都条例第30号）第３条第２項では、

条例の施行及びマンションの適正な管理の促進を図るための施策の実施に当たって、特別区及び市町村（以下

「区市町村」という。）が行う施策に対し、都は必要な支援を行うものとしています。

区市町村と緊密に連携し、情報の共有を図るとともに必要な支援を行うため、本届出内容は、同条第３項に

定めるデータベースに記録するとともに、都と区市町村とで共有させていただきます。

２ 御回答いただいた内容は、条例の施行のほか、マンションの建替えや耐震化の促進に関する施策の実施に当

たっての基礎資料及び連絡先として利用する場合がありますが、行政目的以外に利用することはありません。



第３号様式（第６条関係） 

調査実施通知書 

 

第    号  

  年  月  日 

 

 

               殿 

 

東京都知事       □印   

 

 

 

              下記マンションについて、東京におけるマンションの適正な

管理の促進に関する条例（平成 31 年東京都条例第 30 号）第 17 条の規定により、下記のと

おり調査を実施するので通知します。 

 

記 

 

１ 対象となるマンション 

  所在地 （マンションの存する土地を表示） 

 

２ 調査の実施予定日時 

    年  月  日（  ） 午前・午後   時 から  

 

３ 調査を行う者     名 

 

４ 必要となる書類 

  

 ５ 担当・連絡先 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 



 

 第４号様式（第６条関係） 

 

（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大きさ 縦 5.5 センチメートル 

横 9.1 センチメートル 

 

（裏） 

 

 

 

     第   号 

調 査 員 証 

 

所属部署名 

職   名 

氏   名 

生 年 月 日 

 

上記の者は、東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例第１７条

第３項の規定に基づく調査の権限を有する者であることを証明する。 

     年  月  日発行（  年  月  日まで有効） 

 

東京都知事 

東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（平成 31年東京都条例第 30 号）（抜粋） 

 

（調査等） 

第 17 条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、第 15 条第１項若しくは第３項から第５項ま

で又は前条第１項若しくは第２項の規定による届出を行ったマンションの管理組合又は区分所有者

等に対し、その管理状況について必要な報告を求め、又は当該管理組合若しくは当該区分所有者等の

協力を得て、その職員又はその委任した者（以下「職員等」という。）に、当該マンションに立ち入

り、書類その他の物件を調査させることができる。 

２ 知事は、第 15 条第 1項、第３項若しくは第５項又は前条第１項若しくは第２項の規定により管理

状況に関する事項について届出を要するマンションの管理組合から正当な理由なく届出がない場合

においては、当該管理組合又は区分所有者等に対し、前項の例により、報告を求め、又は職員等に調

査させることができる。 

３ 前２項の規定によりマンションに立ち入り、調査しようとする者は、規則で定めるところにより、

あらかじめ調査の実施を通知し、第１項の協力を得るための必要な要請を行うとともに、調査の実施

に際しては、身分を示す証明書を関係者に提示しなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

注意 この証票は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 
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４ 東京におけるマンションの管理の適正化に関する指針 

令和元年十月三十一日 

東京都告示第六百四十八号 

第１章 総則 

第１ 制定の趣旨 

この指針は、東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（平成 31 年東京都条

例第 30 号。以下「条例」という。）第４条第２項の規定に基づき定めるものであって、良質な

マンションストック及び良好な居住環境の形成並びにマンション周辺における防災・防犯の確

保及び衛生・環境への悪影響の防止を図るため、マンションの管理の主体である管理組合が、

マンション管理士、マンション管理業者及びマンション分譲事業者による条例第６条から第８

条までの規定の趣旨を踏まえた協力並びにその他のマンションに関わる者の協力の下、行政の

助言や支援を受けながら、マンションの適正な管理の推進及び社会的機能の向上に資する取組

を実施する際の具体的な指針となるものである。 

 

第２ 用語の定義 

この指針における用語の意義は、条例及び東京におけるマンションの適正な管理の促進に関

する条例施行規則（令和元年東京都規則第 74 号。以下「規則」という。）の例による。 

２ この指針において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）理事 管理規約の規定に基づき、総会の決議により選任された区分所有者等又は区分所

有者等以外の者で総会の決議により選任された者であって、管理組合の業務を担当するも

のをいう。 

（２）監事 管理規約の規定に基づき、総会の決議により選任された区分所有者等又は区分所

有者等以外の者で総会の決議により選任された者であって、管理組合の業務の執行及び財

産の状況を監査し、その結果を総会に報告するものをいう。 

（３）役員 理事（理事長、副理事長、会計担当理事を含む。）及び監事をいう。 

（４）理事会 理事により構成される管理組合の業務の執行機関をいう。 

 

第３ 実施の主体 

管理組合及び区分所有者等は、管理組合の活動に際し、この指針に示す事項に取り組むよう

努める。 

 

第２章 管理不全を予防するための必須事項 

第４ 管理組合の運営体制の整備 

マンションの管理は、区分所有者等が自らの責任で行うものであり、区分所有者等により構

成される管理組合が、マンションの管理の主体として、管理組合の運営を適正に行うことが必

要である。 

２ 管理組合の運営は、情報の開示、運営の透明化等を図りながら、区分所有者等の合意に基づ

いて行うことが必要である。 

３ 管理組合は、自ら主体的に継続的な活動を行っていくために、次に掲げる事項について取り
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組むことが重要である。 

（１）居住実態に即した管理規約を保持していること。 

（２）適切な理事会運営を担保する細則を定めていること(ただし、外部の専門家に管理を委ね

る場合や、規模の小さいマンションの場合等で、理事会を設けないときを除く。)。 

（３）事故や自然災害等に対応できる体制を整えていること。 

（４）居住者間の良好なコミュニティの形成に取り組むこと。 

４ マンション管理には、専門的な知識も必要となることから、マンション管理業者への委託、

マンション管理士等の専門家の効果的な活用について検討するとともに、行政の助言や支援を

受けることも考えられる。 

 

第５ 管理者等 

区分所有者等は、建物の区分所有等に関する法律（昭和 37 年法律第 69 号。以下「区分所有

法」という。）第 25 条に規定する管理者（区分所有法第 49 条第１項に規定する管理組合法人の

理事を除く。）を選任することが必要である。 

２ 管理者等は、マンション管理の目的が達成できるように法令等を遵守し、区分所有者等のた

め、誠実にその職務を執行する必要がある。 

 

第６ 管理規約 

管理組合は、マンション管理の最高自治規範である管理規約やこれに基づく細則（以下「管

理規約等」という。）が、居住者の行動規範（住まい方のルール）として遵守され、マンション

を取り巻く社会環境の変化等に即したものとなるよう、次に掲げる事項について取り組むこと

が必要である。 

（１）居住実態を踏まえた自主的な管理規約等とすること。そのため、管理規約等の点検に努

め、法令等や標準管理規約（平成 29 年８月 29 日付国土動指第 27 号・国住マ第 33 号等）

の改正等のマンション管理を巡る状況の変化が生じた場合や不衡平な規定の存在が明らか

になった場合等において、必要に応じて管理規約等を改正すること。 

（２）専有部分及び共用部分の使用方法並びに理事会の運営等に関し、必要に応じ細則を設け

ること。 

（３）管理規約等の原本を保管し、保管場所を掲示するとともに、改正理由等を時系列に整理

しておくこと。 

（４）管理規約等が遵守されるよう、広報活動、コミュニティ活動等による継続的な取組を行

うこと。 

（５）区分所有権の移転等に際し、区分所有者等又は区分所有者等からの媒介の依頼を受けた

宅地建物取引業者等の利害関係人から、管理規約や総会議事録、会計帳簿、長期修繕計画

書等の管理組合の財務・管理に関する情報の開示を求められた場合の開示する情報の範囲

や方法について定めておくこと。 

（６）管理規約等の違反者への対応を定めておくこと。 

 

  



119 
 

第７ 総会の開催等 

管理組合は、総会が管理組合の最高意思決定機関であることを踏まえ、区分所有者等全員に

よる議決権の行使や総会運営の透明性の確保に向けて、次に掲げる事項について取り組むこと

が必要である。 

（１）少なくとも年１回、総会を開催すること。 

（２）緊急を要する場合を除き、総会の開催の通知に先立ち、開催予定日が明らかになり次第、

掲示板等で開催の予定日時を周知すること。 

（３）重要な案件について、事前説明会、アンケート等による意見聴取に努めること。 

（４）総会の開催の通知に当たっては、出席・欠席の確認書のほか、議案に係る議決権行使書

及び委任状を添付すること。 

（５）総会の終了後、早期に議事の内容について整理・確認し、議事録を作成すること。 

（６）総会の議事録は、適宜戸別配布を行うとともに整理・保管し、区分所有者等又は利害関

係人からの書面による請求に対し随時閲覧できる状態にするなど、情報の透明化及び共有

化を図ること。 

２ 管理組合は、円滑な組合活動を行うため、次に掲げる事項について取り組むことが重要であ

る。ただし、外部の専門家に管理を委ねる場合や、規模の小さいマンションの場合等で、理事

会を設けないときは、（２）及び（３）の限りでない。 

（１）管理組合は、総会の決議により役員を選任すること。また、選任された役員は、それぞ

れの職務を誠実に行うこと。 

（２）管理組合の業務執行を決定するため、理事会を置くこと。 

（３）管理組合は、少なくとも２か月に１回定期的に理事会を開催すること。 

その運営に当たり、安定性、公正性及び自立性を確保するため、基本的な事項を管理規

約に、管理規約に定めのない事項及び補足する事項を細則に定めること。 

（４）管理規約には、管理組合の役員に関して定めること。定める事項の例としては、役員の

資格、欠格条項、利益相反取引の防止、役員の選任方法、役員の任期と管理運営の継続性

を確保していくための措置、役員に欠員が生じた場合の措置、理事の職務、監事の職務及

び理事会への関与（ただし、理事会を設けない場合を除く。）が挙げられる。 

 

第８ 管理費 

管理組合は、マンションの管理の実態に応じ、管理費として区分所有者等が拠出すべき額及

びその徴収方法を定め、適切に使用することが必要である。 

 

第９ 修繕積立金 

管理組合は、マンションの維持保全の実態に応じ、修繕積立金として区分所有者等が拠出す

べき額及びその徴収方法を定めることが必要である。 

また、修繕積立金は、管理費とは区分して経理することが必要である。 

２ 修繕積立金の設定に当たっては、特に、経年による劣化に対応するため、長期修繕計画に定

められている修繕工事を実施できるよう、必要な金額を積み立てておくことが重要である。 

なお、長期修繕計画の見直しに合わせて、必要に応じて積立方式等の資金計画を見直すこと
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が重要である。 

 

第 10 修繕の計画的な実施 

管理組合は、計画的な修繕工事を円滑に実施するため、マンションの実情に応じて最適な実

施方法等を検討の上、次に掲げる事項について取り組むことが必要である。また、必要に応じ

て第三者的立場の専門家による公正かつ客観的なアドバイスを受けることが重要である。 

（１）計画的な修繕工事の実施に向けた専門委員会の設置  

 （２）計画的な修繕工事の実施体制  

 （３）計画的な修繕工事の内容・仕様  

 （４）計画的な修繕工事を実施する業者の選定方法 

 （５）計画的な修繕工事に要する費用の調達方法 

 （６）計画的な修繕工事に関する履歴の保管方法  

 （７）長期修繕計画への反映 

 

第３章 適正な管理を行う上で重要な項目  

第 11 長期修繕計画 

管理組合は、快適な居住環境及び資産の維持保全を図るため、建物・設備の実態に即した長

期修繕計画を作成し、定期的に見直しを行うことが重要である。 

 

第 12 出納・会計処理 

管理組合は、適正な資金管理、公平な負担と使途の透明性の確保を図るため、次に掲げる事

項に関する規定を細則に定めることが重要である。 

 （１）出納・会計に係る処理基準及び管理費の具体的な支出内訳 

 （２）修繕積立金の運用方法  

（３）会計処理及び財産状況の監査の方法 

 

第 13 滞納防止・滞納処理 

管理組合は、管理規約等にあらかじめ滞納者に対する措置を定め、区分所有者等に対し周知

しておくとともに、滞納が発生した場合は、滞納管理費等に消滅時効があることも踏まえて、

迅速に取り組むことが重要である。 

 

第 14 区分所有者等の名簿 

管理組合は、区分所有者等への平常時における連絡に加え、火災、地震、風水害等、緊急時

の迅速な対応を行うため、次に掲げるものを常備するとともに、（１）及び（２）の名簿は常に

最新の情報に更新しておくことが重要である。 

 （１）区分所有者等名簿(非居住者を含む。) 

 （２）居住者名簿及び避難行動要支援者名簿  

（３）名簿の取扱いに関する規程 
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第 15 耐震化対策 

管理組合は、建築確認済証の交付年月日が昭和 56 年５月 31 日以前の建物については、耐震

性が不足している可能性があるため、マンションの耐震化対策に関する円滑な合意形成に向け、

区分所有者等に対して、その重要性について説明し、次に掲げる事項に留意しながら、耐震化

対策に取り組むことが重要である。 

（１）専門委員会の設置や専門家の活用等、計画的な実施に向けた検討体制を確保すること。 

（２）耐震診断、耐震設計及び耐震補強工事に係る費用負担その他住戸への影響等について、

区分所有者等の理解を十分に得ること。 

（３）構造面における耐震化対策だけにとどまらず、設備に関する耐震対策も行うなど、総合

的な視点で耐震化を進めること。 

（４）耐震診断の結果、耐震性が不足しているにもかかわらず、早期に耐震補強工事を実施す

ることが難しい場合は、長期修繕計画を見直し、実施目標を設定すること。 

 

第 16 マンションに関する情報等の保管 

管理組合は、マンション管理業者と連携を図りつつ、次に掲げるものについて、主体的に情

報を整備し、保管するよう取り組むことが重要である。 

（１）管理規約、細則、総会議事録、理事会議事録、長期修繕計画、設計図書及び修繕等の履

歴情報等の書類 

（２）会計帳簿、什器備品台帳、組合員名簿その他帳票類 

（３）管理組合の財務・管理に関する情報 

（４）マンション共用部分の点検や調査・診断等を行った時に作成・提供される書類 

  等 

（５）専有部分の修繕等に関する工事の書類等 

 

第４章 マンションの社会的機能を向上する取組 

第 17 防災対策 

管理組合は、火災、地震、風水害等に備えるため、次に掲げる事項に取り組むことが望まし

い。 

（１）総会や理事会で意思決定ができない場合や緊急に専有部分に立ち入らなければならない

事態が生じた場合の管理規約等におけるルールの整備 

 （２）自主防災組織の設置 

（３）防災マニュアルの作成 

（４）屋内の避難場所の確保 

（５）防災用備蓄倉庫の設置 

（６）地震等による被災時に必要となる設備機器及び資材の確保及び継続的な維持管理 

（７）飲料水及び非常用食糧の確保等 

（８）避難行動要支援者の把握 

 （９）防災訓練の実施 

（10）火災・地震保険の加入 
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第 18 住環境の維持 

マンションにおける快適で安全な住生活を維持し、また向上させていくためには、防犯や防

災、衛生、景観等、良好な住環境を維持していくことが重要であることから、管理組合は、次

に掲げる事項について取り組むことが望ましい。 

 （１）良好な住環境の維持のために必要なルールを整備すること。 

 （２）防犯性の高いマンションとするため、居住者の安全を確保する対策の充実を図ること。 

 （３）バリアフリーの観点から共用部分の維持管理・点検の仕組みを整えること。 

（４）法令等による緑化や駐車場附置等の基準を遵守するため、外構の維持管理・点検を行う

こと。 

（５）省エネルギーの観点から、共用部分について、照明のＬＥＤ化や断熱性能の向上等の検

討を行うこと。 

（６）地域の安心・安全の確保や住環境の維持のために行政が行う施策に協力すること。 

 

第 19 居住者コミュニティ・地域コミュニティ 

管理組合は、マンションにおける快適で安全な住生活や円滑な管理組合運営を確保していく

ため、次に掲げる事項について取り組むことが望ましい。 

（１）快適で安全な住生活や円滑な管理組合運営の確保のために必要なルールを整備すること。 

（２）継続的に居住者間のコミュニティの形成を図ること。 

（３）マンション及び周辺の風紀、秩序及び安全の維持、防災並びに居住環境の維持及び向上

に係る活動に関して、行政や地域コミュニティとの連携を図ること。 

 

第５章 その他マンションの管理の適正化に関する重要な事項 

第 20 マンション管理業者への委託等 

管理組合は、マンション管理業者に管理を委託する場合は、マンション管理業者と良好な関

係を構築し、自律的な運営をしていくため、その委託に当たり、自主的に委託内容を決め、内

容の透明性を確保するとともに、事前に区分所有者等間の合意を得るものとする。 

 

第 21 外部専門家の活用 

  管理組合は、外部の専門家に対し、管理組合の管理者等又は役員への就任を依頼する場合は、

利益相反等に注意し、管理業務の委託や工事の発注等について、ルールを整備しておくことが

望ましい。 

２ 外部の専門家を管理者等とする場合、当該専門家は、その判断・執行の誤りによる財産毀損

に係る賠償責任保険に加入していることが望ましい。 

 

第 22 専有部分への対応 

専有部分の管理は、区分所有者等が自ら行うことになるが、管理組合は、リフォーム等の実

施、区分所有権の売買、専有部分の貸与、長期不在住戸への対応、災害・事故等の緊急時の立

入りなどに関するルールや手続について明確にしておくことが望ましい。 
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第 23 マンションに関する情報等の開示 

管理組合は、売買時における管理組合の運営・財産状況等、管理に係る情報を、購入予定者

等に対して可能な限り購入検討時期に開示することが望ましい。 

 

第 24 行政機関に対する届出等 

管理組合は、建築・設備に係る法定の点検等や条例及びマンションの適正な管理の促進に関

する区市町村の条例に基づく報告・届出等を円滑かつ適正に実施するため、次に掲げる事項に

ついて取り組むものとする。 

（１）法定の点検等に係る対象設備、部位の一覧を用意し、区分所有者等への周知を図ること。 

（２）法定の点検等の報告書又はその写しを保管し、区分所有者等が随時閲覧できる状態にす

ること。 

（３）法定の点検等で指摘があった際には、その改善等に向けて適切に対応すること。 

（４）条例第 15 条第１項、同条第３項、同条第５項、第 16 条第１項及び同条第２項に定める

マンションは、規則に定める期日までに届出書を提出すること。 

（５）その他行政から調査等の要請がある場合は、必要な協力を行うこと。 

 

第 25 マンションの再生 

管理組合は、早い段階から将来の建替えや改修等、再生に向けての意識を持つことが重要で

あるため、次に掲げる事項について取り組むことが望ましい。 

（１）区分所有者等への再生に関する意識の啓発  

（２）再生に向けての検討体制の整備  

（３）再生に必要な資金の確保  


